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3-2-4 施工計画／調達計画 

3-2-4-1 施工方針／調達方針 

本プロジェクトは、我が国の無償資金協力の枠組みに従って実施される。したがって、両国政

府間による E/N 締結後、「サ」国側と日本法人が契約を締結し、設計・施工・資機材調達が実施

される。 

無償資金協力の枠組み及び施設建設工事内容を考慮し、以下を基本方針として協力対象事業の

施工計画を策定する。 

(1) 事業実施主体 

本プロジェクトに係る「サ」国側の監督機関は公共事業・運輸・インフラ省であり、同省の下

で、SWA が実施機関の役割を担うことになる。協力準備調査で確認された本プロジェクトに係

る SWA の役割分担は、以下のとおりである。本協力対象事業の実施時、日本法人と契約する契

約当事者は SWA となる。 

〔本プロジェクトにおける SWA の役割〕 

 我が国及び「サ」国間の業務範囲、内容等に係る確認、調整、取極め 

 施設設計等に必要な技術情報の提供 

 上水道施設の運営・維持管理及び上水道事業管理に係る技術情報提供 

 本プロジェクトで建設する施設／機材の運営・維持管理 

(2) コンサルタント 

本プロジェクトは無償資金協力で実施される。したがって、公開入札による本邦請負業者選定

が必要であり、請負業者選定に必要な入札図書を作成する必要がある。また、適切な競争入札の

実施、客観的な立場での施工／資機材調達監理の実施、無償資金の適切な運用の監視等が要求さ

れる。したがって、実施設計を含む入札図書作成、入札業務支援、施工監理について、「サ」国

側実施機関の SWA は本邦コンサルタント会社と設計監理契約を結び、設計監理を委託する必要

がある。なお、選定されるコンサルタントは、「無償資金協力の仕組みに精通していること」と

「本基本設計の内容を十分に理解している」ことが要求される。 

(3) 施設建設請負業者 

請負業者は、無償資金協力制度の枠組みに従った公開入札で選定される。「サ」国側は、設計

監理を委託したコンサルタントとともに公正な競争入札を実施し、請負業者を選定する必要があ

る。なお、請負業者には以下の事項が要求される。 

施設建設工事は日本と社会・文化・歴史的な環境・背景の異なる遠隔地の大洋州の島嶼国で実

施されるため、請負業者は、同種・同様な工事を類似の国において十分に経験し良好な実績を残

した請負業者である必要がある。 

本プロジェクトで建設する施設は、「サ」国の首都アピアのタパタパオ、ヴァイリマ及びヴァ

イヴァセ・ウタ給水区の水道施設であり、取水導水施設、浄水施設、配水施設及び送水ポンプ施
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設工事を含む土木・建築施設の建設であるため、工事業者は、機械･電気設備を含めた同種の施

設の建設能力を有することが要求される。また、的確に各設備機器の選定・据付を行う必要があ

るため、同種工事に精通した機械・電気設備据付業者を十分に管理できる工事管理体制の構築が

必要となる。 

(4) 技術者派遣の必要性 

普通作業員は「サ」国で調達が可能であるが、以下の理由により、骨材生産、コンクリート製

造、型枠・鉄筋、防水工事、電気・機械設備据付等の専門性を持つ熟練技術者の指導下での作業

が必要である。したがって、土木・建築、電気・機械設備工事に係る専門熟練技術者を日本国あ

るいは第三国から派遣する必要がある。 

 適切・確実な工事の実施が必要であるため、並行して実施される異なった種類の工事を

現地作業員に十分に理解させ、現場の段取りと施工手順を実地に指導する必要性がある。

特に、鉄筋コンクリート構造物の建設工事において、水密性の高い、均一な、品質管理

の行き届いたコンクリートの生産・運搬・打設が要求される。また、足場、支保工、型

枠組立・据付、鉄筋加工・組立、コンクリート製造・運搬・打設という一連の施工を円

滑に進めることが要求される。このために、骨材生産、コンクリート製造、足場工、支

保工、型枠工、鉄筋工、防水工等の海外で十分に経験を有す熟練工を日本国あるいは第

三国から雇用・派遣する必要性がある。 

 建設工事現場は、既設水道施設に接する場所が多く、工事中の過失などによる既設構造

物の損傷及び住民への給水停止を極力避けるべく、注意及び予防策が必要である。また、

近隣住民の生活場所に近い工事現場では、工事中は、近隣住民の安全・衛生管理を十分

に行う必要がある。さらに、タパタパオ取水･導水施設においては、狭隘な山岳地での建

設工事となるため、資機材の運搬、施工方法、水質汚染の回避及び出来形の品質確保を

考慮したきめ細かい施工計画の立案とその実施が要求される。 

 

3-2-4-2 施工上／調達上の留意事項 

施工計画策定に係る留意事項は、以下のとおりである。 

(1) 施設建設 

 取水･導水施設の建設中に、住民の生活用水に支障を及ぼす濁水を極力を発生させない。 

 導水管、浄水場及び配水管の敷設工事に際し、必要に応じ仮設配管の設置などにより、

住民への給水中断が生じないようにする。 

 骨材製造プラント及びコンクリート製造プラントの排水については、下流側の住民への

影響がないように、適切な排水処理を行う。 

 老朽化した既設水道施設の保護、運用中の埋設施設の確認及び保護など、施工上、安全

管理上留意した施工計画が必要である。 

 全ての工事現場において、第三者への安全管理及び盗難予防のために、各現場に交通整

理員・保安要員を常駐させる 
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(2) 資機材調達 

 資機材は、セメントや骨材を除いて現地調達は難しいので、これらを除く、多くの資機

材、建設機械、仮設備は日本から調達しなければならない。 

 日本からの海上輸送については、定期船が 1ヶ月に 1度程度の輸送頻度であることから、

建設工事を円滑に進捗するためには、建設資機材及び建設機械等の調達・輸送計画を十

分に検討し、実行しなければならない。 

 

3-2-4-3 施工区分／調達・据付区分 

(1) 施設建設 

施設完成までに必要な作業項目と我が国と「サ」国の負担分担は、表 3-2-43 のとおりである。 

表 3-2-43 施設建設に係る両国間負担分担 

施工負担区分 日本側 「サ」国側 備考 

A．タパタパオ    

1. 取水･導水施設工事    

－建設用地の確保  ○  

－工事用仮設道路の建設 ○   

－取水堰及び付帯設備建設 ○   

－導水管建設（口径 200mm、DCIP、管延長 1,453m） ○   

2. 浄水施設工事（配水池を含む）    

－建設用地の確保･既設構造物の撤去･整地  ○  

－浄水施設工事、建屋工事 ○   

－配水池工事 ○   

－機械･電気設備工事 ○   

－場内配管、配線工事 ○   

－電力の供給（400V の引き込み工事及び積算電力計）  ○  

－受電盤以降の電力供給設備 ○   

－外灯工事 ○   

－境界フェンス・ゲート工事  ○  

    

3. 配水施設工事    

－配水管及び減圧槽建設用地の確保･既設構造物撤去･整地  ○  

－配水管（口径 50～250mm、mPVC/HDPE、管延長 14,870m） ○   

－減圧タンク ○   

－減圧タンク敷地境界フェンス、ゲート工事  ○  

－量水器設置、 ○   

－宅内配管切替工事  ○  

4. 原骨材採取地の確保  ○  

5. 骨材生産工場建設用敷地の確保・整地  ○  

6. コンクリート製造工場敷地の確保・整地  ○  

7. 資材・建設機械の置場敷地の確保・整地  ○  

8. 管路敷設に係る関連官庁からの許可取得  ○  

    

B．ヴァイリマ    

1. 取水･導水施設工事    

－建設用地の確保  ○  

－アクセス道路の改善（一部コンクリート舗装）  ○  

－取水堰及び付帯設備建設 ○   

－導水管建設（口径 200mm、DCIP、管延長 1,057m） ○   

2. 浄水施設工事（配水池を含む）    

－建設用地の確保･既設構造物の撤去･整地  ○  
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施工負担区分 日本側 「サ」国側 備考 

－既設配管仮設切り回し工事  ○  

－アクセス道路の整備  ○  

－工事用道路の建設  ○  

－浄水施設工事、建屋工事 ○   

－配水池工事 ○   

－機械･電気設備工事 ○   

－場内配管、配線工事 ○   

－電力の供給（400V の引き込み工事及び積算電力計）  ○  

－受電盤以降の電力供給設備 ○   

－外灯工事 ○   

－境界フェンス・ゲート工事  ○  

    

3. 配水施設工事    

－配水管建設用地の確保  ○  

－配水管（口径 50～250mm、mPVC/HDPE、管延長 11,076m） ○   

－既存減圧タンクへの管路接続 ○   

－既存減圧タンク敷地境界フェンス、ゲート工事  ○  

－量水器設置 ○   

－宅内配管切替工事  ○  

4. 原骨材採取地の確保  ○  

5. 骨材生産工場建設用敷地の確保・整地  ○  

6. コンクリート製造工場敷地の確保・整地  ○  

7. 資材・建設機械の置場敷地の確保・整地  ○  

8. 管路敷設に係る関連官庁からの許可取得  ○  

    

C．ヴァイヴァセ・ウタ    

1. ポンプ送水施設工事    

－送水管建設用地の確保･既設構造物撤去･整地  ○  

－ポンプ室、ポンプ槽建設 ○   

－バランスタンク（450m3）建設 ○   

－ポンプ設備及び電気／自家発設備工事 ○   

－場内配管、配線工事 ○   

－22kV/400V 変圧器及び既設 22kV 送電線からの引き込み線  ○  

－電力の供給（400V の引き込み工事及び積算電力計）  ○  

―受電盤以降の電気供給設備 ○   

－送水管（Alaoa 浄水場－配水池間、口径 150mm、mPVC／GSP、
管延長 1,244m） 

○   

－制御ケーブル（Alaoa 浄水場－配水池間） ○   

    

2. 配水施設工事    

－配水管及び減圧槽建設用地の確保･既設構造物撤去･整地  ○  

－配水管（口径 50～150mm、mPVC/HDPE、管延長 10,593m） ○   

－減圧タンク ○   

－減圧タンク敷地境界フェンス、ゲート工事  ○  

－量水器設置 ○   

－宅内配管切替工事  ○  

3. 原骨材採取地の確保  ○  

4. 骨材生産工場建設用敷地の確保・整地  ○  

5. コンクリート製造工場敷地の確保・整地  ○  

6. 資材・建設機械の置場敷地の確保・整地  ○  

7. 管路敷設に係る関連官庁からの許可取得  ○  

注： ○印が負担することを示す。 
出典：JICA 調査団 
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3-2-4-4 施工監理計画／調達監理計画 

(1) 請負業者の施工管理／調達体制 

1) 請負業者の体制 

本プロジェクトは、上水道施設におけるコンクリート構造物／建屋の建設、管路の敷設及

びポンプ・発電機・電気設備の据付工事などで構成されるため、請負業者は、建設会社と機

械電気設備製造業者が緊密に連携して体制を構築する必要がある。また、施設の建設地は、

日本から離れた「サ」国であるため、建設請負業者の実施体制の概要は図 3-2-28 に示すよう

な体制が想定される。 

 
出典：JICA 調査団 

図 3-2-28 施設建設請負業者の実施体制 

 

2) 日本国内でのバックアップ体制 

請負業者は、日本国内において、土木・建築工事、設備機器製作・据付及び配管等の施設

建設全般にわたる総合調整及び技術的・資金的な現地施工管理事務所を支援するのに必要な

バックアップ体制を構築する必要がある。 

3) 現地施工管理事務所 

請負業者は、「サ」国内において、土木・建築工事、設備機器据付及び配管工事等のすべ

ての施設建設を遂行するために施工管理事務所を設置し、現地における堅実、円滑な工事を

遂行するための管理体制を構築する必要がある。現地では、この施工管理事務所が、専門技

術者、熟練工、オペレーター、運転手、労働者、資機材供給業者等を雇用して、施設建設工

事を遂行することになる。 

施設建設に必要な技術者及び熟練工などの労働力及び資機材の現地調達はかなり難しい状

況であり、工程管理、品質管理、安全管理等は、無償資金協力プロジェクトの施設建設経験

 

SWA 

日本国内 

機材メーカー 

現地施設建設のバックアップ体制構築 

「サ」国内 

現場代理人 

日本人技術陣 現地技術陣 

現地雇用作業員 

現場施工監理事務所

緊密な連携 契約 

連絡・調整 

建設会社 



 

138 

を十分に持った日本人技術者の管理の下、サモア人の技術者及び熟練工の調達が不足する場

合は、第三国人の技術者及び熟練工による補強により確実に遂行される必要がある。 

 我が国の会計制度及び無償資金協力制度等の枠組み内での工事の完了が必要である

ため、同制度を十分に理解した技術者による工程管理が必要である。 

 工事の技術及び施工管理の手法は、「サ」国側実施機関及び現地の技術者・労務者に

移転される必要があるため、日本国の施工手順、品質管理手法、安全管理手法を取り

入れた施工管理が必要である。 

また、限られた期間内で複数の施設及び複数の工種の工事を並行して実施するため、表

3-2-44 に示す日本人施工管理体制で施設建設を実施する必要がある。 

表 3-2-44 日本人施工管理体制 

職種 赴任形態 要員数 担当業務等 

所長 
（土木技術者兼務） 

常駐 1 名 
施工管理の総括 
施工に関する「サ」国側との協議 
土木構造物の調達、建設、工程、品質、安全の管理 

建築施工管理者 スポット 1 名 建築物の調達、建設、工程、品質、安全に関する管理

電気施工管理者 スポット 1 名 
電気設備の調達、建設、工程、品質、安全に関する管

理 

機械施工管理者 スポット 1 名 
機械設備の調達、建設、工程、品質、安全に関する管

理 
出典：JICA 調査団 

 

(2) コンサルタントの施工監理体制 

コンサルタントは、「施設建設工事の所定工期内の完了」、「契約図書に示された工事の品質

確保」及び「安全な業務実施」を達成するために請負業者を監理・指示する。施設建設が無償資

金協力の枠組みの中で適正に実施されていることを中立な立場で確認・監理する役割を持ってい

るため、図 3-2-29 に示す位置で本プロジェクト全体の監理を行う。 
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出典：JICA 調査団 

図 3-2-29 事業実施関係図 

 

コンサルタントの主要監理内容 

我が国の無償資金協力の制度に基づき、コンサルタントは、概略設計の主旨を踏まえて、実施

設計業務・工事監理業務について一貫したプロジェクトチームを編成して円滑な業務実施を図る。

施工監理段階において、コンサルタントが本工事に適合した技術を備えた以下の現場監理者を工

事工程に合せて派遣し、工程管理、品質管理及び安全管理を監理する。 

    全体工事監理員（土木兼務） 1 名（常駐） 

    建築物工事監理員  1 名（スポット） 

    機械設備工事監理員  1 名（スポット） 

    電気設備工事管理員  1 名（スポット） 

さらに、必要に応じて、日本から製作され、輸入される資機材の工場立会検査及び出荷前検査

に日本の監理員が参画し、資機材の現地搬入後のトラブル発生を未然に防ぐように監理を行う。 

(3) 施工監理の基本方針 

コンサルタントは、本工事が所定の工期内に完成するよう工事の進捗を監理し、工事が安全に

実施されるように、請負業者を監理・指示することを基本方針とする。 

日本国政府 

実施設計の承認 

入札図書の確認 

各契約書の認証 

工事進捗等報告 

本邦コンサルタント 

 実施設計図書の作成 

 入札仕様書の作成 

 入札業務の代行 

 施工監理業務の実施 

 ソフトコンポーネントの実施 

 施工監理計画書の作成 

本邦請負業者 

 資機材の調達 

 資機材の輸送 

 資機材の据付け 

 施設の建設 

 現地試験及び引き渡し 

 施工計画書の作成 

 O&M マニュアルの作成 

 受渡し時の初期指導 

「サ」国政府 

サモア水道公社 

工事請負契約 業務契約 
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以下に主要な施工監理上の留意点を示す。 

1) 工程管理 

下記に示す項目について、請負業者が契約時に計画した工程と、実際の進捗状況とのチェ

ックを月毎及び週毎に行い、工程の遅れが生じている場合は、その原因を明らかにしたうえ

で、請負業者にその対策案の提出を求め、工期内に工事が完了するよう指導にする。 

 工事出来高の確認 

 主要資機材搬入状況の確認 

 技術者、技能工、労務者等の投入状況の確認 

2) 安全管理 

請負業者の安全管理計画の妥当性の確認及びその実行状況の確認を行い、工事実施中の労

働災害・第三者への災害・事故等を未然に防ぐよう、現地での作業を監理する。安全管理は

以下の手段を用いて実施する必要がある。 

 請負業者による安全管理計画の策定と管理者選任の有無の確認 

 策定された安全管理計画及び選任された安全管理者の妥当性の確認 

 安全管理計画の実行状況の確認 

 工事車両の計画運行ルート・運行注意事項の妥当性と計画遵守の確認 

 作業員の福利厚生制度内容と休日・休憩確保の励行の確認 

また、コンサルタントは現地の技術者を雇用し、上記日本人技術者とともに現地技術者を

活用して施工及び資機材調達監理を実施する必要がある。 

3) 日本国内での施工監理 

日本国内においては、以下に述べるプロジェクト総合監理に必要な体制を整え、現地・国

内作業の全般を監理する必要がある。 

 契約内容と工程・進捗・品質の確認 

 現場で発生したトラブル等の解決案検討と請負業者への指示 

 コンサルタント現地事務所に対する技術的・資金的な支援 

また、以下の作業は日本国内で実施されることとなるため、適切な国内監理体制の整備が

必要である。 

 日本国内で製作される資機材の品質監理（製作図等確認、工場検査立会い、試験結果

検証等） 

 機材の船積前数量検査の実施 

 

3-2-4-5 品質管理計画 

契約図書（技術仕様書、実施設計図書）に示された施設・資機材の品質が、請負業者によって

確保されているかどうかを、下記の項目に基づき監理を実施する。 

品質確保が危ぶまれる場合、請負業者へ警告を発するとともに必要な修正・対策等を要する。

品質監理は以下の手段を用いて実施する必要がある。 



 

141 

 資機材のカタログ・仕様書及び製作図の照査 

 資機材の試験結果／工場検査結果の照査または立会い 

 資機材の据付要領書、現場試運転・調整・検査要領書及び施工図の照査 

 資機材の現場据付工事の監理と試運転・調整・検査の立会い 

 請負業者の施工図の照査 

 工事中の転圧・配筋・コンクリート強度等の現場検査 

 工事実施状況・工法等の現場確認 

 施設施工図と現場出来高の照査 

 As-built 図面の照査 

施工監理時における品質管理計画の内容を表 3-2-45 に示す。 

表 3-2-45 品質管理計画の内容 

工種 管理項目 方法 頻度 

配管材料 強度・寸法 
外観・寸法 

工場検査報告の確認 
目視・寸法測定 

承認毎 
納入毎 

配管工事 のみ込み深さ 
漏水有無 

マーキング 
水圧試験 

全継ぎ手 
全配管延長 

舗装 路盤 平板載荷試験 場所毎 
床付 地耐力 平板載荷試験 構造物毎 
コンクリート 骨材の品質 粒度試験 3000m3 
 セメントの品質 物理試験・化学試験 1000 トン毎 
 生コンクリートの品質 スランプ・空気量・塩化物 打設毎 
 コンクリート強度 圧縮強度試験 100m3毎 
鉄筋 強度 

配筋状況 
引張強度 
配筋検査 

200 トン毎 
打設部毎 

構造物出来形 出来形寸法 寸法測定 主要部位毎 
防水工 材料品質 

塗膜厚・接着力 
塗膜状況 
漏水有無 

品質証明書の確認 
膜厚試験・引張試験 
目視 
水張試験 

承認毎 
構造物毎 
 
構造物毎 

機械設備 据付精度 
機能 

据付位置測定 
負荷運転試験 

全機器 
試運転時に全機器 

電気設備 据付精度 
機能 

シーケンス試験 
絶縁抵抗試験 

全機器 
試運転時に全機器 

出典：JICA 調査団 

 

3-2-4-6 資機材等調達計画 

(1) 施設建設の材料となる資機材の調達先 

施設建設の材料となる資機材は、仕様、品質、供給量、納期等の条件が満たされる場合、現地

調達とする。 

仕様、品質、供給量、納期等の面で工事の品質・工程等に支障ある資機材については、無償資

金協力の原則に基づき日本調達を計画する。 

「サ」国では、土木・建築工事に必要な主要な資機材は生産されていないので、セメントや骨

材を除いて、あらゆる資機材を輸入する必要があると考えられる。したがって、施設建設の材料

となる主要資機材の調達先は表 3-2-46 のように計画される。 
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表 3-2-46 施設建設材料（主要資機材）の調達区分 

資機材名 
原産国 

備考 
現地 日本 第三国

[資材]     

セメント ○    

コンクリート骨材を含む砂・砂利 ○    

混和材  ○   

鉄筋  ○   

型枠用材料  ○   

足場・支保工材料  ○   

PVC 管、HDPE 管 ○    

ダクタイル鋳鉄管、その他の管材  ○   

ポンプ類  ○   

弁類  ○   

浄水場機器（テレスコープ弁等）  ○   

受変電設備  ○   

非常用発電機  ○   

流量計・水位計  ○   

アスファルトコンクリート  ○   

[建設機械]     

骨材プラント  ○   

コンクリートプラント  ○   

ダンプトラック  ○   

フォイールローダー  ○   

バックホー  ○   

トラッククレーン  ○   

コンクリートミキサー車  ○   

コンクリートポンプ車  ○   

発電機  ○   

クレーン付トラック  ○   

ブルドーザー  ○   

出典：JICA 調査団 

 

(2) 資機材輸送 

日本からの建設資機材輸送には、長期間の海上輸送、港での荷揚げ、港からの倉庫、資材置場

等へ陸上輸送し保管する。したがって、これらの海上・陸上輸送に十分に堪える梱包を行う必要

がある。 

現地の陸揚げ港はアピア港である。この港には定期船が入港しており荷揚げ設備を備えている

ので、本プロジェクトにおいて利用可能である。 

アピア港から建設現場近くの倉庫・資機材置場までは、大部分が舗装路面で、大型トラックの

通行が可能であり、陸上輸送には大きな支障はないと考えられる。 

 

3-2-4-7 初期操作指導・運用指導等計画 

本プロジェクトで建設される主な施設は、浄水場及び送水ポンプ場である。タパタパオ給水区

及びヴァイリマ給水区に建設される浄水場は、生物浄化法の考えに基づいた施設であり特殊な機

電設備はないが、本邦建設請負業者が OJT として初期操作指導を行う。一方、施設全体の運用に

ついては、ソフトコンポーネントとしてコンサルタントが運営管理指導を行うこととする。 
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また、既設 Alaoa 浄水場内に、ヴァイヴァセ・ウタ給水区用の送水ポンプ場が建設される。

「サ」国では取水から給水まで土地の勾配を利用した自然流下で給水を行っているため、本格的

なポンプ場がなく、SWA スタッフもポンプ場の運転・維持管理に慣れていない。このため、ポ

ンプ場の機械・電気設備については、導入する設備・機材に係る運転維持管理技術習得が必要で

あり、工事期間中に本邦建設請負業者の技術者が、当該設備の運転・維持管理に関する初期運転

指導を実施する。更に、初期運転指導の過程で、必要な予備品、保守用工具及び運転・維持管理

マニュアルを準備し、建設された設備がより効果的・効率的な運転が行えるように計画する。一

方、施設全体の運用については、ソフトコンポーネントとしてコンサルタントが運営管理指導を

行う計画である。 

 

3-2-4-8 ソフトコンポーネント計画 

(1) ソフトコンポーネントを計画する背景 

本プロジェクトは、首都アピアにおいて未処理原水が給水されている 3 つの給水区域に対し、

取水・導水施設、浄水施設、送水施設、配水施設及び給水装置の新設または改修による安全で安

定した給水の確保と、水道メーター設置により、現行の定額制から従量制での料金徴収を進める

ことで、SWA の経営改善を図ることを目的としている。 

本プロジェクトにおいて建設される施設の運営・維持管理（以下、O&M）を担う SWA は、こ

れまでにも既設上水道施設の運営管理を実施してきているが、以下のような課題を有している。 

1) 上水道システムにおける水質・水量管理 

本プロジェクトは、タパタパオ及びヴァイリマ給水区で、取水・導水施設、浄水場、配水

池、配水管網及び給水装置が、また、ヴァイヴァセ・ウタ給水区では、送水ポンプ場、配水

池、配水管網及び給水装置といった一連の上水道システムが新たに整備される。SWA は、

これら新規の上水道システムに関る水質や水需要量の変動に対応して、どのように効率的に

運営管理するかを習得する必要がある。 

2) 生物浄化法（EPS）浄水場の運営管理 

これまで SWA は、沖縄県企業局の協力により行われた JICA 研修事業「島嶼における水資

源保全管理研修（2010～2012）」において多数の職員が研修を受け、生物浄化法（以下、EPS

という）による浄水場を運営している。さらに、以下の JICA 草の根技術協力において沖縄県

宮古島市上下水道局により技術移転を受けている。 

 草の根技協：「緩速ろ過を使用した上水道の管理技術研修」（2006 年～2008 年） 

 草の根技協：「サモア水道事業運営（宮古島モデル）支援協力」（2010 年～2013 年） 

これらの事業により、SWA は、生物浄化法の考え方に基づいて既設浄水場を運営するこ

とが可能となった。上記の草の根技協で、Alaoa 浄水場についての簡潔なマニュアルが作成

されたが、サモア国語に翻訳されておらず、SWA のスタッフによる理解を一層促進する必

要がある。また、同マニュアルは Alaoa 浄水場に特化したものであり、本プロジェクトの浄

水場に適用するためには、改訂が必要である。したがって、草の根技協のマニュアルを可能

な限り参考にしつつ、本プロジェクトの浄水場用の運営管理マニュアルを、SWA スタッフ
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と協働で整備する必要がある。 

3) 送水ポンプ場の運営管理 

本プロジェクトにおいて、Alaoa 浄水場内にヴァイヴァセ・ウタ給水区用の送水ポンプ場

が建設される。「サ」国では取水から給水まで土地の勾配を利用した自然流下で給水を行っ

ているため、本格的なポンプ場がなく、SWA スタッフもポンプ場の運用に慣れていない状

況である。 

さらに、同ポンプ場は、Alaoa 浄水場から浄水をヴァイヴァセ・ウタ給水区に配水する機

能をもつため、Alaoa 浄水場のヴァイヴァセ・ウタ給水区への浄水分配に関る運営管理を含

めた、ポンプ場の運営管理方法を理解する必要がある。 

4) 従量制による料金徴収 

本プロジェクトの対象地域 3 給水区は未処理給水区のため、水道メーターが設置されてお

らず、水道料金は定額制である。このため、水道メーター設置区域と比べて水使用量原単位

が大きいうえに料金徴収率も低い。未処理の給水区の存在は、SWA の経営を圧迫する要因

となっている。また、本プロジェクトの実施により、塩素滅菌された浄水が給水されるため、

塩素滅菌についての理解促進が必要である。 

SWA の現在の料金徴収は、監督員 1 名、顧客サービス責任者 2 名、シニア検針員 2 名、検

針員 27 名、メーター技能工 8 名の合計 40 名の要員で運営されている。料金回収率（請求金

額に対する顧客からの支払い額の割合）は、2011/12 年度の実績では年平均 75%であり、SWA

の目標値 69%を上回った。同回収率は、月によってバラツキがあるが、95%という高い回収

率の月もあり、料金徴収体制としては機能していると言える。 

一方、本プロジェクトでは、計画対象地区の 3 給水区に新たに水道メーターを設置し、従

量制による料金徴収を行う。したがって、SWA は、現在の料金回収率の確保あるいは更なる

向上を目指すためには、建設施設の供用開始までに、住民に対して十分な説明を行うことに

より、円滑に料金徴収が開始できるよう体制を整える必要がある。 

以上の課題に対して、本プロジェクトにおいてソフトコンポーネントを導入し、SWA を支援

する必要がある。ソフトコンポーネントの内容は、以下の 2 つに分類される。なお、ソフトコン

ポーネント計画書は、添付資料 5 のとおりである。 

 支援活動－1：建設施設の運営管理に関する指導 

 支援活動－2：従量制による料金徴収、節水等に関る啓発活動支援 

(2) ソフトコンポーネントの目標 

ソフトコンポーネントの目標は、支援活動－1 及び支援活動－2 について、それぞれ、以下のよ

うに設定する。 

1) 支援活動－1（建設施設の運営管理に関する指導） 

支援活動－1 では、SWA の技術課、都市給水課及び O&M 課職員や浄水場の O&M スタッ

フが、本プロジェクト完了後、下記事項を継続的に実施できることを目標とする。 

 上水道システム全体の運営管理をマニュアルに従って実施できる。 

 浄水場の日常の運営管理において、水質・水量データの記録、管理及び活用ができる。 
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 EPS 浄水場の運営管理マニュアルに従って、適切に運営管理が実施できる。 

 Alaoa 浄水場のヴァイヴァセ・ウタ給水区への浄水分配に関る運営管理を含めた送水

ポンプ場の運営管理マニュアルに従って、適切に運営管理が実施できる。 

2) 支援活動－2（従量制による料金徴収、節水等に関る啓発活動支援） 

支援活動－2 では、本プロジェクト完了後、SWA の広報ユニット（Public Relation Unit：

PRU）のスタッフが給水区の住民に関して、継続的に料金徴収、節水及び塩素滅菌の必要性

について啓発活動を行い、下記事項が達成できることを目標とする。 

 料金徴収率（全顧客の請求水道料金に対する受領料金の割合）について、本プロジェ

クトで設定した効果指標の 2020 年での目標値 98%を達成する。 

 使用水量が計画水量の原単位である 200LCD 以下に節水される。 

(3) ソフトコンポーネントの活動（投入計画） 

本ソフトコンポーネントの支援活動－1 及び支援活動－2 の内容は、以下のとおりである。 

1) 支援活動－1 

(a) ソフトコンポーネントの内容 

ソフトコンポーネント支援活動－1（建設施設の運営管理に関する指導）の内容は、表

3-2-47 のとおりである。 

表 3-2-47 支援活動―1 の内容 

上水道システムの運営管理  水源の水質管理 

 各施設の監視・制御方法 

 消毒・殺菌の管理 

水質・水量データの記録、管理

及び活用 

 浄水場の運転データ整理：データに基づく運転管理 

 浄水水質のデータ整理：データに基づく運転管理 

EPS 浄水場の運営管理マニュ

アルの作成・活用 

 EPS の原理、特徴の理解 

 砂の搔き取り時期の理解 

 EPS 浄水場の運営管理マニュアルの作成、活用 

送水ポンプ場の運営管理マニ

ュアルの作成・活用 

 Alaoa 浄水場のヴァイヴァセ・ウタ給水区への浄水分配に

関る運営管理を含む送水ポンプ場の運営管理マニュアル

作成、活用 

 送水ポンプ場からの送水量の記録・管理、安定的な給水区

への送水量の監視方法 

 

(b) 実施リソース 

ソフトコンポーネント支援活動－1 の指導員は、以下のとおりとする。 

 派遣する人材：日本人コンサルタント 

 人数：2 名（上水道計画専門家 1 名、浄水場及びポンプ場専門家 1 名） 

 従事期間：上水道計画専門家 2.12 人月、浄水場及びポンプ場専門家 1.32 人月 

 派遣時期：建設施設の引渡し前後の 2 ヶ月間 
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作業内容：以下のとおり。 

 研修計画の立案 

 研修に使用するテキストの作成 

 水質・水量データ管理ツールの作成 

 講義／実習の実施 

 浄水場及び送水ポンプ場の運営管理マニュアルの作成 

 研修成果の評価（報告書作成） 

(c) 研修の対象者（ターゲットグループ） 

研修対象者は以下の者とし、SWA の工務部、都市維持管理部、部長を除くスタッフのう

ち選抜された 10 名程度を対象とする。 

 本プロジェクトによって建設される施設の O&M にあたる担当者 

 本邦建設請負者によって行われる施設の初期運転操作指導研修を受講したもの 

2) 支援活動－2 

(a) ソフトコンポーネントの内容 

ソフトコンポーネント支援活動－2（従量制による料金徴収、節水等に関る啓発活動支援）

の内容は、以下のとおりである。 

 住民啓発プログラムの作成 

 浄水処理の仕組み、料金徴収方法、節水に係るポスター及びパンフレット 

 ポスター：30 部（3 枚×10 部／給水区）（各給水区の 10 のコミュニティに各 1 部） 

 パンフレット：1,500 部（2017 年の給水区の推定世帯数） 

 住民を対象としたワークショップ（料金徴収・節水・塩素滅菌）の開催支援（3 地

区の各 2 箇所のコミュニティ：計 6 回、1 回当りの参加者 50 名程度を想定） 

 小学生を対象とした浄水場見学会の実施支援（ヴァイリマ浄水場でのモデル事業：

40 名程度×2 回） 

 小学生用説明資料：180 部（A4 サイズ両面カラー1 部×80 名＋予備 100 部） 

(b) 実施リソース 

ソフトコンポーネント支援活動－2 の指導員は、以下のとおりとする。 

 派遣する人材：日本人コンサルタント 

 人数：1 名（住民啓発／広報／環境教育専門家） 

 従事期間：2.0 人月 

 派遣時期：建設施設の供用開始 6 ヶ月前程度から 2 ヶ月間 

作業内容：以下のとおり 

 研修に使用するポスター等の作成 

 ワークショップ開催支援 

 浄水場見学会の実施支援／節水・塩素滅菌の啓蒙・教育支援 

 研修成果の評価（報告書作成） 
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(c) 研修の対象者（ターゲットグループ） 

 SWA の PRU 職員 4 名 

(4) ソフトコンポーネントの実施工程 

ソフトコンポーネントの内、支援活動－1 は、本プロジェクトによって建設される施設を

使って実施されることが必要であり、「サ」国への施設の引き渡し時期を挟んで実施する。

一方、支援活動－2 は、従量制による水道料金徴収の導入に関る活動であり、建設される施

設の供用開始後、スムーズに料金徴収が行われる必要があることから、供用の 6 ヶ月前程度

から開始する必要がある。 

本プロジェクトにおいて想定されるソフトコンポーネントの実施工程表（案）を表 3-2-48

に示す。日本人コンサルタントの従事を可能な限り抑えた上で最も合理的な活動スケジュー

ルを設定する。 

表 3-2-48 ソフトコンポーネントの実施工程（案） 
項　目 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60

60

7 29

60

5

2

6

7

8

22

15

5

17

11

2. ワークショップ開催（料金徴収、節水、塩素滅菌）

住民啓蒙/広報/環境教育専門家：1名

4. 送水ポンプ場の運営管理マニュアルの作成・活用

　　　作成・活用

報告書作成

移動（東京⇒アピア）

国内

現地

2

5

移動（アピア⇒東京）

支援活動－2：従量制による料金徴収、節水等に関る啓発活動支援

2. 水質・水量データの記録、管理、活用

7

2

2

4

5

23　　　講義・実習

3. 浄水場の運営管理マニュアルの作成・活用

　　　作成・活用

1. 上水道システムの運営管理

　　　講義・実習

　　 準備（実施前アンケート調査含む）

　　 実施（実施後アンケート調査、調査結果整理含む）

1. 住民啓発プログラム講義、ポスター・パンフの配布

　　 ポスター・パンフレット最終化・印刷・配布

SWAとの打合せ・研修準備

住民啓発プログラム作成

ポスター・パンフレット（案）作成

　　 プログラムの講義

8

1

3

7

支援活動－ 1：建設施設の運営管理に関する指導

研修テキスト作成

移動（東京⇒アピア）

SWAとの打合せ・研修準備

浄水場及びポンプ場専門家：1名

上水道計画専門家：1名

現地

　　 実施（実施後アンケート調査、調査結果整理含む）

報告書作成

移動（アピア⇒東京）

3. 浄水場見学会の開催

　　 準備（実施前アンケート調査含む）

 
出典：JICA 調査団 
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(5) ソフトコンポーネントの成果品 

本ソフトコンポーネントにおける成果品は、表 3-2-49 に示すとおりである。 

表 3-2-49 本ソフトコンポーネントの成果品 

成果品名 内 容 備 考 

活動の実施状況が確認できる資料  研修日程・プログラム 
 研修テキスト 
 研修参加者リスト 
 ワークショップ・住民集会等のプロ

グラム及び参加者リスト 

現地の写真を含む 

浄水場の運営管理マニュアル EPS 浄水場の運営管理マニュアル サモア語で作成 

送水ポンプ場の運営管理マニュア

ル 
Alaoa 浄水場の浄水分配に関する運営管

理を含めた送水ポンプ場の運営管理マ

ニュアル 

同上 

節水・塩素滅菌に関する啓蒙・教

育活動参加者へのアンケート結果 
浄水場見学実施前及び実施後のアンケ

ート結果 
アンケート用紙はサモア語で

作成 

ポスター 浄水処理の仕組み、料金徴収方法、節水

の啓蒙、塩素滅菌への理解促進 
サモア語で作成 

パンフレット 浄水処理の仕組み、料金徴収方法、節水

の啓蒙、塩素滅菌への理解促進 
同上 

小学生説明資料 浄水処理の仕組み 同上 

研修対象者の理解度の評価報告書 研修参加者に実施した質問票及び小テ

ストの結果のまとめと評価 
質問票及び小テストはサモア

国語で作成 

ソフトコンポーネント実施状況報

告書（英文） 
ソフトコンポーネント活動の実施状況

を報告する（SWA に提出） 
ソフトコンポーネント開始か

ら 1 ヶ月後 

ソフトコンポーネント実施状況報

告書（和文） 
同上（JICA に提出） 同上 

ソフトコンポーネント完了報告書

（英文） 
ソフトコンポーネント完了後に活動内

容を取り纏めて報告する（SWA に提出）

JICA ソフトコンポーネント・ガ

イドライン第 3 版（2010 年 10
月）に準拠 

ソフトコンポーネント完了報告書

（和文） 
同上（JICA に提出） 同上 

出典：JICA 調査団 

 

3-2-4-9 実施工程 

本プロジェクトの施設建設は、我が国政府の承認を経て、両国間で交換公文（E/N）、贈与契約

（G/A）が取り交わされた後に実施される。本プロジェクトの実施には、入札手続きを含めて約

30 ヶ月を要すると考えられる。 

実施設計は、業者入札のための仕様書作成に必要な精度で実施される必要があり、2 回の現地

調査（設計内容確認）、国内設計作業で構成される。必要な期間は約 3 ヶ月と想定される。 

実施設計の後、業者入札を経て、施設建設が開始される。施設建設は、準備・工事・検査／試

運転を含め、請負業者の工事契約締結から完工までに約 22 ヶ月が必要と考えられる。 

上記に基づく日本側負担工事の事業実施工程は、表 3-2-50 に示すとおりである。 
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表 3-2-50 業務実施工程表 

項　目 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

実施設計

施設建設

ソフトコンポーネント

（現地調査）

（国内作業） （入札作業）

（入札準備） （契約手続き）

（工事準備）

（建設工事）

（試運転・検査・引渡し）

  

出典：JICA 調査団 

 

3-3 相手国側分担事業の概要 

3-3-1 相手国側分担事業の項目 

本プロジェクトは、我が国が協力する部分と「サ」国側が自助努力で実施する部分で構成され

る。「サ」国側が自助努力で実施する相手国側分担事業の概要はを、プロジェクト実施前までに

完了すべき項目、プロジェクト期間中に実施すべき事項及び同完了後も継続して実施すべき事項

に分けて、表 3-3-1 のように整理する。 

表 3-3-1 相手国側分担事業の項目と実施時期 

No. 分担事業項目 
プロジェクト 

実施前 実施中 実施後 

1 施設建設予定地周辺への住民説明やステークホルダー会議の開催 ✔ ✔  
2 適切な法的手続きの下での施設建設予定地の土地確保 ✔   
3 本プロジェクト施設の建設予定地内にある既設構造物の撤去・整地 ✔   
4 既設導水管（タパタパオ東）の部分改修（管継ぎ手部の補修及び空気弁の

設置） 
 ✔  

5 アラオア給水区のサイクロン被害の早期復旧 ✔   
6 アラオア給水区の漏水対策 ✔ ✔ ✔ 
7 集水域の保水力を維持するための環境保全  ✔ ✔ 
8 本プロジェクトで建設する取水施設、浄水施設、ポンプ施設、配水池、減

圧タンクの敷地周囲へのフェンス及びゲートの設置 
 ✔  

9 浄水場及び送水ポンプ場等に必要な電力の引き込み（受電設備以降は日本

側の範囲） 
 ✔  

10 施設建設予定地へのアクセス道路の修理／改善  ✔  
11 新設水道メーターへの既存宅内サービス管の切り替え  ✔  
12 タパタパオ給水区の New SLC 地区の配水管敷設及び給水装置（公共サービ

ス管、水道メーター、メーターボックス、宅内サービス管）の調達・据付 
 ✔  

13 砂や砂利採取場の提供  ✔  
14 建設業者用の資材ヤードの提供  ✔  
15 必要な場合、アピアでの仮設コンクリートプラントや砕石プラント用地の ✔ ✔  
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No. 分担事業項目 
プロジェクト 

実施前 実施中 実施後 

提供 

16 管路敷設に係る関連機関からの許可取得  ✔  
17 浄水場試運転時の塩素殺菌施設での殺菌に必要な塩素剤の提供  ✔  
18 建設される浄水池及び送水ポンプ場の適切な運営・維持管理及び水質管理

のためのオン・ザ・ジョブトレーニング（OJT）やソフトコンポーネント等

を受講する技術者・操作員等の選任 

 ✔  

19 無償資金協力で建設／調達された施設／機材の適切な使用・維持管理   ✔ 
20 日本側コンサルタント・請負業者への支払いに必要な取消不能支払授権書

（A/P）発行手続き及び発行手数料及び支払手数料の負担 
 ✔  

21 「サ」国へ輸入する資機材の「サ」国港における迅速な荷下しに必要な措

置と通関作業の実施 
 ✔  

22 本プロジェクトに必要な資機材調達及び役務に関連した、業務遂行のため

に「サ」国へ入国及び滞在する日本人への便宜供与 
 ✔  

23 本プロジェクトに必要な資機材調達及び役務に対する日本国法人及び日本

人への「サ」国で課せられる関税・国内税等の免税及び免税措置 
 ✔  

24 無償資金協力に含まれていない費用で、本プロジェクトの実施に必要な全

ての費用の負担 
 ✔  

出典： JICA 調査団 

上記の分担事業のうち、相手国（SWA）が負担する施設建設や工事を含む項目の概算事業費は、

表 3-3-2 に示すとおりである。 

表 3-3-2 相手国（SWA）分担事業の概算事業費 

給水区 分担事業費目 概算事業費（S$） 優先度

タパタパオ 

浄水場からタパタパオ西取水施設までのアクセス道路の

分岐部からタパタパオ東までのアクセス道路の整備 
48,730 

B 

タパタパオ東取水施設の改修 11,120 B 

タパタパオ東取水施設の導水管の、タパタパオ西取水施

設から浄水場までの導水管の分岐点までの改修 
5,910 

B 

タパタパオ浄水場に隣接した既存排水路の改修 470 A 

タパタパオ浄水場への電力線の引き込み 2,370 A 

各戸接続：宅内サービス管の切り替え（293 箇所） 13,960 A 

 タパタパオ給水区 計 82,560  

ヴァイリマ 

幹線道路から浄水場予定地までの管路維持管理のための

アクセス道路の整備 
92,030 

A 

浄水場予定地までの MNRE 事務所の裏を通る建設用アク

セス道路の整備（本アクセス道路の既存渓流横断部には、

適切な排水施設を設ける） 

23,180 
A 

幹線道路からヴァイリマ取水源までのアクセス道路の改

善（急傾斜区間、約 50m のコンクリート舗装の実施） 
23,180 

A 

既存貯水タンクの撤去 10,410 A 

浄水場建設工事中の既存送水管路の切り回し 17,510 A 

ヴァイリマ浄水場への電力線の引き込み 2,370 A 

各戸接続：宅内サービス管の切り替え（547 箇所） 26,020 A 

 ヴァイリマ給水区 計 194,700  

ヴァイヴァセ・ウタ 

新設 PBT 予定地にある既存コンクリート構造物の撤去 4,260 B 

送水ポンプ場への電力線の引き込み 2,370 A 

各戸接続：宅内サービス管の切り替え（440 箇所） 20,820 A 

 ヴァイヴァセ・ウタ給水区 計 27,450  

 総 計 304,710  

注）：優先度 A：プロジェクト期間中に完了することが必須 
B：既存施設の状態等によりサモア側が実施の要否を判断する 

出典：SWA 側との協議により、JICA 調査団が整理 
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上表のように、本プロジェクトの実施に伴うサモア側負担事業の経費は、約 30 万 S$（約 13 百

万円）である。これを年度別に配分すると、2014/15 年度が約 17 万 S$（約 7 百万円）、2015/16 年

度が 13 百 S$（約 6 百万円）である。この経費は、2011/12 年度の支出額の 1%程度であり、中央

政府への予算の増額申請または SWA 内部の予算配分の見直し等によって捻出可能な範囲と考え

られる。 

 

3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

3-4-1 基本方針 

本プロジェクト施設を長期にわたって有効に活用し、日常の需要の変化に即応して安定的かつ

継続的に浄水を供給するために、各設備の運転・保守（O&M）及び施設環境の保全が不可欠であ

る。 

「サ」国側は当該施設・設備が持つ性能及び機能を維持し、安定した浄水供給を行うために、

各施設・設備の信頼性、安全性及び効率性の向上を柱とした適切な予防保全と維持管理を実施す

べきである。本プロジェクト施設の基本的な管理フローを図 3-4-1 に示す。 

 

図 3-4-1 施設管理フロー図 

 

なお、本プロジェクトの施設引き渡し時に、個別の施設・設備については、本プロジェクトの

工事期間中に工事請負会社が SWA に対して施設運転・保守操作説明として技術指導を行うが、

水道施設のシステム全体の運用については、コンサルタントがソフトコンポーネントを通じて技

術指導を行う計画である。 

 

3-4-2 定期点検項目 

上記の運営・維持管理の方針を踏まえ、SWA が本プロジェクトの浄水場及び送水ポンプ場の

Start 

点検 
巡視・点検 

End 

診断
(評価) 

更新 

No 

(整備不良) 

No 

(不具合) 

Yes 

(正常) 

Yes 

(正常) 

No 

(影響大) 

(機能低下) 

(故障・事故) 

(整備不能) 

整備・修理 

出典：水道維持管理指針 

運転・運用 
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運営維持管理に対して実施すべき基礎的な項目は、以下のように大別される。表 3-4-1 に本プロ

ジェクトの上水道施設の運転管理と維持管理の主な実施項目を示す。 

運転管理： 設備や装置等の操作、制御を与えられた条件下で適切に行う。 

維持管理： 運転を遂行するに当って施設、設備、装置等が常に最大の機能を発揮できるよ

うに保守、修理及び準備を行う。 

表 3-4-1 本プロジェクト施設の運営・維持管理の主な項目 

管理分類 主な管理項目 

運転管理 1) 水量管理：決定した目標水量値に適合するように設備や装置を操作、制御する。 
2) 水質管理：浄水場の原水濁度と出口水質（濁度、残留塩素）を測定し、目標処理水質

値を超えていないかチェックする。 
3) また、濁度管理記録を整理、解析し、浄水場の最適な運用方法の検討及び濁度管理を

行うデータとして活用する。 
維持管理 1) 巡視点検：施設、設備、装置等の状態を計器または目視等を利用して巡視または点検

し、故障や不具合の部分に対する保守、修理を行う。 
また、殺菌に必要な消毒剤薬品の安定確保並びに安全な保管を実施する。 

2) 予防保全：施設、設備、装置等の重要性及び特性に応じて、故障や不具合がなくても

一定間隔を決めて予防的な整備を行い、施設、設備及び装置の信頼性と安全性を確保

向上させ、確実な運転を維持する。 

出典：JICA 調査団 

 

なお、SWA は機器メーカーが提出する調達機材の個別の運転・維持管理マニュアルに基づい

て、各設備に対する適切な運転・維持管理を実施する必要がある。浄水施設及び主要機器である

ポンプ設備及び受変電設備の個別の標準的な点検及び維持管理項目を表 3-4-2、表 3-4-3 及び表

3-4-4 に示す。 

さらに本プロジェクトでは、ソフトコンポーネントを通じてコンサルタントと協働で浄水場及

び送水ポンプ場の運営管理マニュアルを作成するが、SWA はこれらのマニュアルを活用して運

転記録の分析、経営管理目標の策定、水質管理などを励行し、上水道施設全体の効率的で適切な

運用を行う必要がある。 

表 3-4-2 浄水施設の標準的な定期点検及び維持管理項目 

項目 施設 内容 

毎日の点検及び維持

管理 

着水井 流入の水量、原水濁度の確認。 

沈殿池 沈殿の状況の確認。沈殿処理水の確認。スカムの除去。

管渠の清掃。 

粗ろ過池 
 

ろ過の状況の確認。粗ろ過処理水の確認。スカムの除去。

管渠の清掃。 

ろ過池 
 

損失水槽の確認及びろ過水量の確認・調整。生物群集、

藻の発生状況の確認。管渠の清掃。 

塩素注入設備 
 

次亜塩素酸カルシウムの消費量及び貯留量の確認及び

充填。添加状況の確認。 

浄水池 浄水池の水位レベルの確認。配水量の確認。 

水質管理 
 

原水の濁度。浄水の水温、pH、色度、濁度、味、臭気、

電気伝導率、残留塩素（浄水池）等 

数週間～約 1 ヶ月毎の

維持管理 

沈殿池、粗ろ過池 沈殿汚泥の排泥。 

ろ過池 ろ過池が閉塞した際の砂の掻き取り、補砂、洗砂 

水質管理 日常水質管理項目に加え、浄水の一般細菌、大腸菌、塩

化物イオン、有機物 等 

出典：JICA 調査団 
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表 3-4-3 ポンプ設備の標準的な定期点検項目 

ポ
ン
プ 

毎日の点検（運転中） 
運転日誌の記録（送水量、各部目視点検、異常音の有無、軸温度上昇

の有無、水滴れ点検、吸入及び吐出側の圧力） 

1 ヶ月毎の点検 
軸受油・グリースの点検 
グランドパッキングの点検 

6 ヶ月毎の点検 

軸受油・軸受グリースの取替え・補充 
軸心精度の測定・確認 
振動・騒音の測定・確認 
各部の増締め 

1 年毎の点検 
分解点検（回転部の磨耗状況、すべり部の隙間状況、内部の腐食状況、

異物の詰まり、塗装剥離部の補修） 
付属品・補機の点検 

モ
ー
タ
ー 

毎日の点検（運転中） 
運転日誌の記録（電流値の測定、各部目視点検、異常音の有無、軸温

度上昇の有無） 

6 ヶ月毎の点検 
軸受グリースの補充 
振動・騒音の測定 
軸温度の測定 

1 年毎の点検 
軸受の点検 
絶縁抵抗値の測定 

出典：JICA 調査団 

 

表 3-4-4 受変電設備の標準的な定期点検項目 

点検項目 点検内容（方法） 巡視点検 普通点検 精密点検

設備外観 

開閉表示器、開閉表示灯の表示状況 ○ ○  

異常音、異常臭の発生の有無 ○ ○  

端子部の加熱変色の有無 ○ ○  

ブッシング、外観の亀裂、破損の有無及び汚損の状況 ○ ○  

設置ケース、架台等の発錆状況 ○ ○  

温度異常の有無（温度計） ○ ○  

ブッシング端子の締付け状況（機械的チェック） ○ ○  

操作装置 
及び 
制御盤 

各種計器の表示状況 ○ ○ ○ 
動作回数計の指示  ○ ○ 
操作函、盤内の湿潤、さびの発生の有無及び汚損の状況  ○ ○ 
給油、清掃状況  ○ ○ 
配線の端子締付け状況 ○ ○ ○ 
開閉表示の状態確認  ○ ○ 
漏気、漏油の有無  ○ ○ 
操作前後の圧力確認（空気圧等）  ○ ○ 
動作計の動作確認  ○ ○ 
スプリングの発錆、変形、損傷の有無（手入れ） ○ ○ ○ 
各締付け部ピン類の異常の有無  ○ ○ 
補助開閉器、継電器の点検（手入れ）  ○ ○ 

測定･試験 

絶縁抵抗の測定  ○ ○ 
接地抵抗の測定   ○ 
ヒータ断線の有無  ○ ○ 
継電器動作試験  ○ ○ 

出典：JICA 調査団 

 

3-4-3 スペアパーツ購入計画 

スペアパーツは、定期的に交換する標準付属品と故障、事故等の緊急時に必要となる交換用部

品（緊急予備品）とに分類される。したがって「サ」国は、前述の定期点検サイクルに見合うよ

うに、これらの部品を購入する必要がある。 
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なお、部品交換時の対応については、「サ」国側がメーカーへコンタクトする際に支障がある

場合は、受注した本邦請負業者及び本邦コンサルタントを通じて、該当メーカーにコンタクトで

きるよう配慮する。 

 

3-4-4 運営維持管理体制 

SWA は、本プロジェクト施設の運転・維持管理のため、既存施設の運転・維持管理要員の再

配置もしくは、新規雇用を行う場合でも最小人数にとどめたいとしている。1,000 接続当りの職

員数が 14.5 人であり、世銀が設定した開発途上国における標準的な職員数（5 人）と比較してと

大きいため、新たな施設における要員の確保は比較的容易と考えられる。 

本プロジェクトで建設される浄水場の運転・維持管理に必要と考えられる要員体制は表 3-4-5

に示すとおりである。同表のように、常駐監理者が 1 名必要であり、他の要員は排泥時、洗浄時

及びメンテナンス時に定期的な維持管理を行う。SWA は本プロジェクトの浄水場運転に先立ち、

同施設の適切な運転・維持管理のための職員の新規雇用または原要員の再配置を行う必要があ

る。 

本調査では、SWA による要員の再配置ができない場合を想定し、タパタパオ及びヴァイリマ

浄水場に常駐監理者を 1 名ずつ、新たに雇用し配置するものとして、運転・維持管理費を算定す

る。 

表 3-4-5 浄水場の運転・維持管理体制 

項目 
洗浄、メンテナンス

の頻度 
1 回あたりの

日数 
必要運転員数 備考 

通常運転時 

日常運転管理（ろ過池の運転管

理、薬品の溶解を含む） 
毎日 

 
1 人/日 

 

排泥時 

着水井、沈殿池排泥作業 16 回/年/池 1 日 3 人/回 
乾期 8 ヶ月-月 1 回 
雨期 4 ヶ月-月 2 回 

粗ろ過池排泥作業 12 回/年/池 1 日 3 人/回 

洗浄時、メンテナンス時 

着水井、沈殿池洗浄作業 1 回/年/池 1 日 10 人/回 

粗ろ過池洗浄作業 1 回/年/池 1 日 10 人/回 

ろ過池 

 砂の掻き取り 1 回/210 日/池 1 日 10 人/回 

 補砂 1 回/6 年/池 1 日 10 人/回 

 洗砂 1 回/年/池 1 日 3 人/回 

出典：JICA 調査団 

 

3-5 プロジェクトの概略事業費 

3-5-1 協力対象事業の概略事業費 

本プロジェクトを実施する場合に必要となる事業費総額は、18.44 億円となり、先に述べた日

本と「サ」国との負担区分に基づく双方の経費内訳は、次のとおりに見積もられる。 

なお、積算に適用した条件は下記（3）のとおりである。また、本事業概算費は即交換公文上の

供与限度額を示すものではない。 
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(1) 日本側負担経費 

概算事業費： 約 1,831.3 百万円 

 工種 細目 概略事業費（百万円）

施

設

建

設 

1. タパタパオ給水区 688.1 

1,670.0

(1) 取水施設 取水堰：1 箇所（タパタパオ西） 8.0 

(2) 導水施設 
 

導水管敷設：延長 1,453m 
管径 200mm、DCIP 管 

70.0 

(3) 浄水施設 沈殿池：1 箇所(2 池)、RC 造 
粗ろ過池：1 箇所(2 池)、RC 造 
砂ろ過池(EPS)：4 箇所(2 池)、RC 造、浄水池：

1 箇所(2 池)、RC 造 
管理棟・倉庫：1 箇所、RC 造 
薬注室：1 箇所、RC 造、消毒施設（次亜塩素酸

カルシウム溶解槽、薬品溶解水ポンプ）：1 式 
場内配管、附帯工：1 式 

380.7 

(4) 配水施設 配水管敷設：延長 14.9km 
管径 50~250mm、mPVC, HDPE 管 
減圧タンク：3 箇所、RC 造 
給水装置：293 戸 

229.4 

2. ヴァイリマ給水区 553.1 
(1) 取水施設 取水堰：1 箇所 6.6 

(2) 導水施設 導水管敷設：延長 1,057m 
管径 200mm、DCIP 管 

23.6 

(3) 浄水施設 沈殿池：1 箇所(2 池)、RC 造 
粗ろ過池：1 箇所(2 池)、RC 造 
砂ろ過池(EPS)：4 箇所(2 池)、RC 造、浄水池：

1 箇所(2 池)、RC 造 
管理棟・倉庫：1 箇所、RC 造 
薬注室：1 箇所、RC 造、消毒施設（次亜塩素酸

カルシウム溶解槽、薬品溶解水ポンプ）：1 式 
場内配管、附帯工：1 式 

322.5 

(4) 配水施設 配水管敷設：延長 11.1km 
管径 50~250mm、mPVC, HDPE 管 
給水装置：547 戸 

200.4 

3. ヴァイヴァセ・ウタ給水区 371.8 

(1)   送水施設 

ポンプ場：1 箇所、RC 造 
ポンプ送水量：0.84m3/分 x 2 台 
ポンプ揚程 86m、電気設備：1 式 
バランスタンク：1 箇所(1 池)、RC 造 
非常用発電機：1 基 
場内配管、附帯工：1 式 
送水管敷設：延長 1.2km 
管径 150mm、GSP, mPVC 管 

90.0 

(2)   配水池 
配水池：1 箇所(2 池)、RC 造 
場内配管、附帯工：1 式 

71.4 

(3)   配水施設 
配水管敷設：延長 10.6km、管径 50~150mm、

mPVC, HDPE 管 
給水装置：440 戸 

210.4 

4.  その他 試掘工：30 個所 5.4 

5.  機材調達費  51.6 

実施設計・施工監理・ソフトコンポーネント 161.3

出典：JICA 調査団 
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(2) 相手国側負担経費 

概算事業費： 約 13.0 百万円（表 3-2-1 のとおり） 

 

(3) 積算条件 

① 積算時点：平成 25 年 7 月 

② 為替交換レート：平成 25 年 6 月 30 日を起点とした過去 3 ヶ月（4 月～6 月）の平均 

 1US$ = 99.77 円 

 1S$ = 44.14 円 

③ 施工期間： 日本国の 1 会計年度にわたる施設建設とし、単債適用とする。 

④ その他：本プロジェクトは、日本国政府の無償資金協力の制度に従い実施されるものとする。 

 

3-5-2 運営・維持管理費 

(1) 運営・維持管理費 

本プロジェクトで建設される浄水場、送水ポンプ場、及び配水池の SWA 本部諸経費等を除く

上水道施設の運営・維持管理費は、電気料金、薬品代（塩素）、並びに各設備の予備品購入費に

よって構成される。 

各費目を下記の条件で算出する。また、表 3.5-2 に算出結果を示す。 

電力費： 年間電力消費量×平均電気代 

薬品費（塩素）： 年間消費量×薬品購入費 

予備品費： 機器本体価格×3%／年 

本プロジェクトの実施に伴って、年間約 51 万 S$の運営・維持管理費の増加が見込まれる。一

方、未処理原水給水区への浄水供給及び従量制による顧客からの水道料金収入の増加によって年

間約 89 万 S$の料金収入の増加が期待できる。このことから、本プロジェクトの実施に伴って増

加する支出分は、収入増加により負担可能であると判断される。 

(2) 機材の更新 

本プロジェクトでは、主な機材として、送水ポンプに関連するポンプ設備、非常用発電及び受

電施設に関連する電気設備がある。これらの機材の更新時期は、概ね、表 3-5-1 以下のとおりで

ある。 

表 3-5-1 本プロジェクトにおける機材の更新時期 

機材名 分類 更新時期（耐用年数） 
送水ポンプ 陸上ポンプ 15 年 
電気設備  15 年 
出典：JICA 調査団 
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表 3-5-2 本プロジェクト実施後の運営・維持管理費（増加分） 

費目

D E

[A x B x C] [D x 365日/年]

容量 常時運転台数 運転時間 日電力消費量 年間電力消費量 電気料金

(kW) （台） (hr/日) (kWh/日) (kWh/年) (S$/kWh)

 送水ポンプ 22 2 24 1,056 385,440 1.02 393,149

 燃料移送ポンプ 0.8 2 6 9.6 115 1.02 118

 屋外照明 2 --- 12 24.0 8,760 1.02 8,935

 管理棟 0.2 --- 12 2.4 876 1.02 894

合計 403,095

Ｃ Ｄ

[A  x  B] [C x 365日/年]

投入量 運転時間 日消費量 年間消費量 塩素購入費

(kg/hr) （hr/日） （kg/日） (ton/年) (S$/ton)

 塩素 --- --- 7.48 2.73 11,400 31,124

A B C = [A/B] D E

総給与 総職員数 年平均給与 追加職員数

(S$/年) （人） (S$/人・年) （人）

 給与 5,026,513 215 23,379 2 46,758

A B

機材費 予備品費率

(S$) (%/年)

 予備品 1,100,000 3 33,000

513,978

 収入（増加分） 項目
2013年

（定額制）

A B1 B2 B3 B

[B2 x B3 x 365]

料金収入 給水人口 使用水量 平均水道単価 料金収入

(S$/年) (人) (m3/日) （S$/m3
） （S$/年）

タパタパオ給水区 59,280 4,700 940 1.31 449,386 390,106

ヴァイリマ給水区 98,400 3,700 740 1.31 353,772 255,372

ヴァイヴァセ・ウタ給水区 52,800 3,100 620 1.31 296,403 243,603

889,081

375,103

 1. 電力費

本プロジェクト実施に伴う収支

[A x B]

年間費用

（SS）

料金収入の増加

E

項目

A

（S$）

 2. 薬品費
項目

A B

想定費用

G
B C

[E  x  F]

年間費用

F

F

[D x E]

年間費用

（S$）

 3. 人件費

項目

項目

（S$）

 4. 予備品費

2025年（従量制）

E

[B - A]

年間給与合計

本プロジェクト実施に伴う支出増加　合計

（S$/年）

本プロジェクト実施に伴う収入増加　計

 
出典：JICA 調査団 
 



 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 プロジェクトの評価 
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第4章 プロジェクトの評価 

4-1 事業実施のための前提条件 

本プロジェクトの実施に際して、一部が民有地若しくは慣習地（Customary Land）であること

から土地を確保する必要があり、SWA は OD 調査が開始時（2013 年 6 月）から地権者との交渉手

続きを進めてきた。2013 年 12 月 13 日現在の状況は、前述（表 2-2-24）のとおり、2 箇所（タパ

タパオ浄水場とタパタパオ減圧タンク No.3 用地）を除いては、地権者との文書による合意が完了

している。文書合意が取れていない 2 箇所についても、既に口頭による合意ができており、文書

化の手続きは 2014 年 1 月に完了の見込みである。文書による合意完了後、最終的には PUMA へ

の合意確認が必要である。 

管路敷設の許認可は SWA 内部で行うため、外部機関への申請は不要である。また、「サ」国内

では（仮設も含む）あらゆる建設事業にはMNREの都市計画管理局（PUMA）にDevelopment Concept

の提出が必要とされている。 

事業者は、Planning and Urban Management（Environmental Impact Assessment）Regulation 2007 に

基づき、環境影響評価書（Comprehensive Environmental Assessment Report（CEAR））若しくは簡易

環境影響評価書（Preliminary Environment al Assessment Report（PEAR））を作成し、PUMA に提出

する必要がある。調査の結果、本プロジェクトには PEARが要求されることを確認した。SWAは、

2014 年 1 月上旬に PEAR を PUMA に提出すべく準備を進めている。提出後、1 ヶ月程度で承認が

下りる予定である。 

海外調達の資機材については、関税と現地の付加価値物品・サービス税（VAGST：Value Added 

Goods & Services Tax）がかかるが、調達時に必要書類を財務省の Aid & Debt Coordination Division

に提出することによって、免税措置が受けられる。一方、現地調達資機材については、関係機関

への申告手続きにより、資機材購入後に還付金を受け取ることが可能である。 

先方負担事項としては、主に施設建設サイトへのアクセス道路の整備・改善、浄水場への電力

引き込み、新設水道メーターへの既存宅内サービス管の切り替え等であるが、負担金額は SWA の

年間支出額の 1%程度であり、十分負担可能な範囲と考えられる。 

 

4-2 プロジェクト全体計画達成のために必要な相手方投入（負担）事項 

プロジェクトの効果を発現・持続するため「サ」国側が取り組むべき事項は、以下のとおりで

ある。 

(1) 本プロジェクトで建設／調達された施設／機材の適切な使用・維持管理を行う。 

(2) 本プロジェクトで建設される上水道施設の維持管理要員を適切に配置する。 

(3) 本プロジェクトのソフトコンポーネントで作成される上水道施設運営管理マニュアルにした

がって、継続的に運営管理を実施し、適切なO&M体制を構築する。また、料金徴収及び節水

についても、継続的な啓発活動を実施する。 

(4) 環境社会配慮のための、緩和策及び環境管理計画・モニタリング計画を実施する。 
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また、以下のスキーム・案件により、本プロジェクトの全体計画達成が、補完・強化される。 

(1) 沖縄県宮古島市による技術協力プロジェクト 

沖縄県宮古島市による草の根技術協力「サモア水道事業運営（宮古島モデル）支援協力」が2010

年4月から2013年3月まで実施され、2014年4月から5年間にわたって、その後継技術協力プロジェ

クト「サモア水道公社維持管理能力向上プロジェクト」の実施が予定されている。当該事業によ

る漏水対策や浄水場操作に関する知見は本プロジェクトの施設設計や、施設建設後の対象給水区

の維持管理にも活用される。 

(2) EUによる水セクター支援 

EUが水セクターを対象に財政支援を実施中である。その中で、水質、無収水対策等の達成指標

が設定されており、本プロジェクトの実施がこの指標達成にも貢献することが期待される。 

 

4-3 外部条件 

本プロジェクトの効果を発現・持続するための外部条件は、以下のとおりである。 

(1) ソフトコンポーネントで整備された運営管理マニュアルの日常業務への定着 

本プロジェクトのソフトコンポーネントの実施により、浄水場及び送水ポンプ場の運営管理マ

ニュアルが整備される。施設の適切な維持管理を実施するためには、同マニュアルに沿った日常

業務を定着させる必要がある。 

(2)  料金徴収理解促進のための啓発活動の継続実施 

本プロジェクト対象の 3 給水区において、SWA は従量制による料金徴収理解促進のための啓発

活動を継続して実施する必要がある。同活動を通じて料金回収率が向上すれば、SWA の経営状況

が改善され、水道サービスの向上が期待できる。 

(3) アラオア給水区の漏水対策の継続実施 

ヴァイヴァセ・ウタ給水区の給水源はアラオア浄水場の余剰水を利用する。アラオア浄水場の

浄水が有効に活用されるためには、同浄水場の給水区であるアラオア給水区の漏水対策を継続し

て実施し、漏水を削減する必要がある。 

 

4-4 プロジェクトの評価 

4-4-1 妥当性 

本プロジェクトの妥当性は、以下のように整理される。 

① 計画対象区域は一般住宅地域であり、給水対象人口は 11,500 人である。これは、アピア市全

体の行政人口の約 31%を占めており、改善効果が高い。 

② 計画対象区域は、現在、未処理原水が給水されており、各家庭の蛇口からは大腸菌検出され

るなど、衛生状態は劣悪である。本プロジェクトの実施によって、安全で安定した浄水が給

水されることから、衛生環境が改善される。 

③ 「サ」国は、サモア開発戦略（SDS 2012-2016）の中で、水供給を重点分野の一つとして掲げ、
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安全な給水や水源管理などに取り組んでいる。水衛生セクター開発計画（Water for Life 

2012-2016）においても、SWA による都市給水分野は重点分野として掲げられている。本プ

ロジェクトは、浄水処理がなされていない首都アピアの 3 つの給水区において浄水場の建設、

導配水管路の整備、水道メーターの設置により、安全な水の供給、漏水率及び無収水率の低

減を目的とし、「サ」国の開発政策を支援するものであり、その必要性は高い。 

④ 2012 年 5 月の「第 6 回太平洋・島サミット（PALM6）」において、日本政府は、島嶼国に対

し今後 3 年間で最大 5 億ドルの支援を行うために最大限努力することを表明し、同サミット

で発表された「沖縄キズナ宣言」にも、水の管理を含む環境問題に関する取組を、日本が引

き続き支援していくことが強調されている。また、「対サモア独立国 国別援助方針」では、

中期目標として「脆弱性の克服」を据え、経済活動及び社会活動の基盤となる経済インフラ

の整備及び適切な維持管理を支援することとしており、「大洋州地域 JICA 国別分析ペーパー」

では協力重点分野として水分野を含む循環型島嶼の実現が掲げられていることから、本プロ

ジェクトはこれら方針、分析に合致する。 

 

4-4-2 有効性 

(1) 定量的効果 

本プロジェクトでは、未処理原水が給水されているアピアの 3 給水区に安全で安定した浄水を

給水することであり、プロジェクト実施による効果を図るための指標を設定する必要がある。こ

の効果を図るための定量的効果指標として、表 4-4-1 のとおり設定する。 

表 4-4-1 本プロジェクト対象地域（3 給水区）の定量的効果指標 

指標名 
基準値 

（2012 年） 
目標値 

（2019 年【事業完成 3 年後】） 

浄水給水能力（m3/日） 0 4,440 

浄水場の処理水質（濁度・NTU） N/A 5 以下 

 

(2) 定性的効果 

定性的効果としては、以下のとおりである。 

①  浄水供給による安全な飲料水の確保及び配水池・減圧タンク建設により安定した給水量

が確保されることから、計画対象地域の住民の衛生環境が改善される。 

② 安全で安定した給水システムの構築により、計画対象地域住民の SWA への信頼度が高

まり、従量制料金システムが定着し、水道料金収入の増加につながる。 
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資料 1 

調査団員氏名、所属 

（現地調査時） 

氏 名 担当分野 派遣期間 所  属 

松本 重行 総括 
2013 年 6 月 2 日 

～6 月 8 日 

国際協力機構 地球環境部 
水資源・防災グループ 
水資源第一課 

田中 幸夫 計画管理 
2013 年 6 月 2 日 

～6 月 8 日 

国際協力機構 地球環境部 
水資源・防災グループ 
水資源第一課 

武内 正博 業務主任/上水道計画 
2013 年 6 月 2 日 

～7 月 13 日
八千代エンジニヤリング㈱ 

瀬野 正敏 
浄水施設計画・設計／運

営・維持管理計画 
2013 年 6 月 2 日 

～7 月 13 日
八千代エンジニヤリング㈱ 

新城 圭太 
浄水施設計画・設計／運

営・維持管理計画（生物浄

化法） 

2013 年 6 月 16 日 
～7 月 15 日

八千代エンジニヤリング㈱ 
（補強） 

五十嵐英幸 
配水池・ポンプ場施設計

画・設計／管路施設計画・

設計 1 

2013 年 6 月 2 日 
～7 月 11 日

八千代エンジニヤリング㈱ 

大櫃 宣弘 管路施設計画・設計 2 
2013 年 6 月 2 日 

～7 月 6 日 
八千代エンジニヤリング㈱ 

小野里剛志 水道水源施設計画・設計 
2013 年 6 月 2 日 

～7 月 1 日 
八千代エンジニヤリング㈱ 

小山田誠一 施工計画 
2013 年 6 月 2 日 

～7 月 1 日 
八千代エンジニヤリング㈱ 

原  崇志 環境社会配慮 
2013 年 6 月 11 日 

～7 月 15 日
八千代エンジニヤリング㈱ 

塩見 文明 調達計画／積算 
2013 年 6 月 16 日 

～7 月 15 日
八千代エンジニヤリング㈱ 

加藤 篤志 
業務調整／ 

上水道計画補助 
2013 年 6 月 2 日 

～7 月 1 日 
八千代エンジニヤリング㈱ 
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（準備調査報告書案説明時） 

氏 名 担当分野 派遣期間 所  属 

田中 幸夫 総括 
2014 年 12 月 8 日 

～12月14日

国際協力機構 地球環境部 
水資源・防災グループ 
水資源第一課 

武内 正博 業務主任/上水道計画 
2014 年 12 月 7 日 

～12月14日
八千代エンジニヤリング㈱ 

瀬野 正敏 
浄水施設計画・設計／運

営・維持管理計画 
2014 年 12 月 7 日 

～12月14日
八千代エンジニヤリング㈱ 

五十嵐英幸 
配水池・ポンプ場施設計

画・設計／管路施設計画・

設計 1 

2014 年 12 月 7 日 
～12月14日

八千代エンジニヤリング㈱ 
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資料 2 

調査行程 

（現地調査時） 

日付 滞在 活動 

1 6 月 2 日 日  
・コンサルタント団員（武内、瀬野、五十嵐、大櫃、小

野里、小山田、加藤）成田発 
・官団員（松本。田中）成田発 

2 6 月 3 日 月 アピア 
・コンサルタント団員（武内、瀬野、五十嵐、大櫃、小

野里、小山田、加藤）アピア着 
・官団員（松本。田中）アピア着 

3 6 月 4 日 火 アピア 
・表敬訪問：大使館、JICA サモア支所 
・SWA との協議 

4 6 月 5 日 水 アピア 
・現地踏査 
・EU 代表部との協議 
・再委託契約準備 

5 6 月 6 日 木 アピア 
・現地踏査 
・SWA との協議（M/D 協議） 
・再委託契約準備 

6 6 月 7 日 金 

アピア ・現地踏査 
・SWA との協議（M/D 署名） 
・大使館・JICA サモア支所への報告 
・再委託契約準備 

7 6 月 8 日 土 
アピア ・官団員（松本。田中）アピア発 

・収集資料整理 
・団内協議 

8 6 月 9 日 日 
アピア ・官団員（松本。田中）成田着 

・収集資料整理 
・団内協議 

9 6 月 10 日 月 

アピア ・水供給状況調査 
・水質・水量調査 
・ポンプ施設調査 
・既存配水管網に係る情報収集 
・既存導水管に係る情報収集 
・施工計画立案 
・再委託契約準備 

10 

6 月 11 日 

火 

アピア ・コンサルタント団員（原）成田発 
・水供給状況調査 
・水質・水量調査 
・ポンプ施設調査 
・既存配水管網に係る情報収集 
・既存導水管に係る情報収集 
・施工計画立案 
・再委託契約準備 

11 

6 月 12 日 

水 

アピア ・コンサルタント団員（原）アピア着 
・水供給状況調査 
・水質・水量調査 
・ポンプ施設調査 
・既存配水管網に係る情報収集 
・既存導水管に係る情報収集 
・施工計画立案 
・再委託契約準備 
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日付 滞在 活動 

12 

6 月 13 日 

木 

アピア ・水供給状況調査 
・水質・水量調査 
・ポンプ施設調査 
・既存配水管網に係る情報収集 
・既存導水管の解析 
・施工計画立案 
・社会条件調査 
・再委託契約準備 

13 

6 月 14 日 

金 

アピア ・水供給状況調査 
・水質・水量調査 
・ポンプ施設調査 
・既存配水管網に係る情報収集 
・既存導水管の解析 
・施工計画立案 
・社会条件調査 
・再委託契約準備 

14 
6 月 15 日 

土 
アピア ・コンサルタント団員（新城、塩見）成田発 

・収集資料整理 
・団内協議 

15 
6 月 16 日 

日 
アピア ・コンサルタント団員（新城、塩見）アピア着 

・収集資料整理 
・団内協議 

16 

6 月 17 日 

月 

アピア ・水供給状況調査 
・水質・水量調査 
・配水池施設調査 
・配水管網の解析 
・維持管理用通路の検討 
・施工計画立案 
・社会条件調査 
・市場調査 
・再委託契約準備 

17 

6 月 18 日 

火 

アピア ・水供給状況調査 
・水質・水量調査 
・配水池施設調査 
・配水管網の解析 
・維持管理用通路の検討 
・施工計画立案 
・社会条件調査 
・市場調査 
・再委託契約準備 

18 

6 月 19 日 

水 

アピア ・水供給状況調査 
・水質・水量調査 
・配水池施設調査 
・配水管網の解析 
・維持管理用通路の検討 
・施工計画立案 
・社会条件調査 
・市場調査 
・再委託契約準備 
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日付 滞在 活動 

19 

6 月 20 日 

木 

アピア ・水供給状況調査 
・水処理方式に係る調査 
・配水池施設調査 
・配水管網の解析 
・維持管理用通路の検討 
・施工計画立案 
・社会条件調査 
・市場調査 
・再委託契約準備 

20 

6 月 21 日 

金 

アピア ・水供給状況調査 
・水処理方式に係る調査 
・配水池施設調査 
・配水管網の解析 
・維持管理用通路の検討 
・施工計画立案 
・社会条件調査 
・市場調査 
・再委託契約準備 

21 
6 月 22 日 

土 
アピア ・収集資料整理 

・団内協議 

22 
6 月 23 日 

日 
アピア ・収集資料整理 

・団内協議 

23 

6 月 24 日 

月 

アピア ・水供給状況調査 
・水処理方式に係る調査 
・配水池施設調査 
・配水管網の解析 
・取水施設調査 
・施工計画立案 
・環境社会配慮調査 
・市場調査 

24 

6 月 25 日 

火 

アピア ・水供給状況調査 
・水処理方式に係る調査 
・配水池施設調査 
・配水管網の解析 
・取水施設調査 
・施工計画立案 
・環境社会配慮調査 
・市場調査 

25 

6 月 26 日 

水 

アピア ・水供給状況調査 
・水処理方式に係る調査 
・配水池施設調査 
・配水管網の解析 
・取水施設調査 
・施工計画立案 
・環境社会配慮調査 
・市場調査 
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日付 滞在 活動 

26 

6 月 27 日 

木 

アピア ・水供給状況調査 
・水処理方式に係る調査 
・配水池施設調査 
・配水管網の解析 
・取水施設調査 
・施工計画立案 
・環境社会配慮調査 
・市場調査 

27 

6 月 28 日 

金 

アピア ・水供給状況調査 
・水処理方式に係る調査 
・配水池施設調査 
・配水管網の解析 
・取水施設調査 
・施工計画立案 
・環境社会配慮調査 
・市場調査 

28 
6 月 29 日 

土 
アピア ・収集資料整理 

・団内協議 

29 
6 月 30 日 

日 
アピア ・収集資料整理 

・団内協議 

30 

7 月 1 日 

月 

アピア ・コンサルタント団員（小野里、小山田、加藤）アピア

発、成田着 
・水供給状況調査 
・維持管理状況調査 
・管路施設調査 
・調達状況調査 
・社会条件調査 
・市場調査 

31 

7 月 2 日 

火 

アピア ・水供給状況調査 
・維持管理状況調査 
・管路施設調査 
・調達状況調査 
・社会条件調査 
・市場調査 

32 

7 月 3 日 

水 

アピア ・水供給状況調査 
・維持管理状況調査 
・管路施設調査 
・調達状況調査 
・社会条件調査 
・市場調査 

33 

7 月 4 日 

木 

アピア ・水供給状況調査 
・維持管理状況調査 
・管路施設調査 
・調達状況調査 
・社会条件調査 
・市場調査 

34 

7 月 5 日 

金 

アピア ・水供給状況調査 
・維持管理状況調査 
・配水調査 
・社会条件調査 
・市場調査 
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日付 滞在 活動 

35 
7 月 6 日 

土 
アピア ・コンサルタント団員（大櫃）アピア発、成田着 

・収集資料整理 
・団内協議 

36 
7 月 7 日 

日 
アピア ・収集資料整理 

・団内協議 

37 
7 月 8 日 

月 
アピア ・テクニカルレポート作成 

・住民協議会 

38 
7 月 9 日 

火 
アピア ・テクニカルレポート作成 

・住民協議会 

39 
7 月 10 日 

水 
アピア ・テクニカルレポート作成 

・住民協議会 

40 
7 月 11 日 

木 
アピア ・コンサルタント団員（五十嵐）アピア発、成田着 

・SWA との協議（テクニカルノート協議） 

41 
7 月 12 日 

金 
アピア ・SWA との協議（テクニカルノート署名） 

・大使館・JICA サモア支所への報告 

42 
7 月 13 日 

土 
アピア ・コンサルタント団員（武内、瀬野）アピア発、成田着 

・収集資料整理 
43 7 月 14 日 日 アピア ・収集資料整理 

44 
7 月 15 日 

月 
アピア ・コンサルタント団員（新城、原、塩見）アピア発、成

田着 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

資料 2-6 

（準備調査報告書案説明時） 

日付 滞在 活動 

1 12 月 7 日 土 アピア ・コンサルタント団員（武内、瀬野、五十嵐）成田発 

2 12 月 8 日 日 
アピア ・コンサルタント団員（武内、瀬野、五十嵐）アピア着

・官団員（田中）成田発 

3 12 月 9 日 月 
アピア ・官団員（田中）アピア着 

・SWA との協議 
①準備調査報告書（案）の説明・協議 

4 12月10日 火 

アピア ・表敬訪問：大使館、JICA サモア支所 
・SWA との協議 
①準備調査報告書（案）の説明・協議 
②先方負担事項の事業費及び実施工程の協議 
③ミニッツ協議 

5 12月 11日 水 

アピア ・SWA との協議 
①準備調査報告書（案）の説明・協議 
②先方負担事項の事業費及び実施工程の協議 
③ミニッツ協議 
④現地確認 

6 12月12日 木 
アピア ・SWA との協議 

①ミニッツ協議 
②補足調査 

7 12月13日 金 
アピア ・SWA との協議 

①ミニッツ協議・署名 
・大使館・JICA サモア支所への報告 

8 12月14日 土 
アピア ・コンサルタント団員（武内、瀬野、五十嵐）アピア発、

成田着 
・官団員（田中）アピア発、成田着 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料３ 関係者（面会者）リスト 
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資料 3 

面談者リスト 

 

サモア国都市リハビリテーション計画準備調査 

 

所属及び氏名 職位 

サモア水道局 Samoa Water Authority(SWA) 

Mr. Tainau Moefaauo Taputoa Titimaea Managing Director 

Mr. Martin Larry O’Dell Institutional Development Adviser 

Ms. Mele Hunter Betham Legal Adviser 

Mr. Tafeamaalii Philip Kerslake Manager, Technical Division 

Mr. Tauiliili Ekiumeni O. Fauolo Manager, Urban Operations & Maintenance Division 

Ms. Danira N. Westerlund Graduate Engineer 

Mr. James Douglas Lealofi Tamasese NRW Engineer, Urban Operations & Maintenance 

Division 

Mr. Johivette Ete Engineer, Urban O&M Division 

Ms. Pearl J. McFall Planning & Design Engineer 

Ms. Eiko Faletausala Fuimaono Engineer, Urban O&M Division 

Mr. Peter L. Lokeni Team Leader, Public Relation Unit 

Mr. Shane Salesa GIS Engineer, Technical Division 

Ms. Masinafana'e Ngau-Chun Engineering Officer 

Mr. Seiuli Faaliia Vaiaoga Machine Operation 

Mr. Tony Alatimu Technician 

Mr. Nola Talaepa Procurement Officer 

Mr. Vagras Fanea Project Coordinator 

Mr. Fuie Lameko Internal Auditor 

 

天然資源・環境省 Ministry of Natural Resources and Environment (MNRE) 

都市計画管理局: Planning and Urban Management Agency 

Ms. Ferila Brown Principal Sustainable Development Officer 

水資源局: Water Resources Division 

Mr. Suluimalo Amataga Penaia Assistant Executive Officer 

Mr. Lameko Simanu Principal Hydrology Officer 

森林局: Forestry Division 

Mr. Anae Aokuso Leavasa Principal Forestry Officer 
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天然資源・環境省 Ministry of Natural Resources and Environment (MNRE) 

環境保護局: Environmental Conservation Division 

Mr. Su’emalo Talie Foliga Principal National Park Officer 

水セクターコーディネーションユニット:Water & Sanitation Sector Coordination Unit 

Ms. Frances Brown -Reupena Water & Sanitation Sector Coordinator 

Mr. Papalii Mataia M.Mataia  Deputy Sector Coordinator 

 

財務省 Ministry of Finance (MOF) 

国際協力・債務調整班: Aid & Debt Coordination Unit 

Ms. Nonmea Simi Assistant Chief Executive Officer 

 

電力公社 Electric Power Corporation (EPC) 

Mr. Iese Tomoanai Engineer 

 

駐サモア欧州連合代表部 European Union (EU) 

Mr. John Stanley Attache, Head of Technical Office 

 

在サモア日本大使館 Embassy of Japan 

澁田一正 大使 

 

JICA サモア支所 JICA Samoa Office 

佐々木克宏 支所長 

川端 博司 プロジェクト形成アドバイザー 

Ms. Rebecca Nun Yan Assistant to Program Coordinator 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料４ 討議議事録（M/D） 
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資料 4
(現地調査時）



資料 4-2



資料 4-3



資料 4-4



資料 4-5



資料 4-6



資料 4-7



資料 4-8



資料 4-9



資料 4-10

(準備調査報告書案説明時）



資料 4-11



資料 4-12



資料 4-13



資料 4-14



資料 4-15



資料 4-16



資料 4-17



資料 4-18



資料 4-19



資料 4-20



資料 4-21



 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料５ ソフトコンポーネント計画書 



 



  

1.
 ...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

. 1
 

2.
 ...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
.. 

2 

3.
 ...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
.. 

3 

4.
 ...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
.. 

4 

5.
 ...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
.. 

5 

6.
 ..

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

 7
 

7.
 ...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
 8

 

8.
 ...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

. 1
1 

9.
 ...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
.. 

11
 

10
.

 ...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

 1
2 

1.
 ...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
...

...
 1

3 

資料5-1

資料5



   1

1.

3

SW
A

O
&

M
SW

A

SW
A

(1
)

SW
A

(2
)

E
PS

SW
A

JI
C

A

20
10

20
12

EP
S

JI
C

A

�
20

06
20

08

�
20

10
20

13

SW
A

A
la

oa

SW
A

A
la

oa

SW
A

(3
)

A
la

oa

SW
A

A
la

oa

   2

A
la

oa

(4
)

3

SW
A

SW
A

1
2

2

27
8

40 20
11

/1
2

75
%

SW
A

69
%

95
%

3

SW
A

SW
A

2

�
1

�
2

2.
1

2

(1
)

1

1
SW

A
O

&
M

O
&

M

� � �
EP

S

�
A

la
oa

(2
)

2
2

SW
A

Pu
bl

ic
 R

el
at

io
n 

U
ni

t
PR

U

�

20
19

98
%

�
20

0L
C

D

資料5-2



   3

3.
1.

(1
)

(4
)

1-
1

3-
1

SW
A

(1
)

(2
)

EP
S

SW
A

SW
A

(3
)

A
la

oa

(4
)

3.
1

1

EP
S

(1
)

�
 

�
 

(2
)

�

 
�

 

(3
)

E
PS

E
PS

   4

�
EP

S
EP

S

�
 

�
SW

A

EP
S

 

(4
)

�
A

la
oa

SW
A

3.
2

2

 

4.

4-
1

4-
1  

 

�
 

 
�

 
 

 (1
)

1

1
4-

2

4-
2

1

� � � � �

資料5-3



   5

� �

EP
S

EP
S

EP
S

�
EP

S
� �

EP
S

A
la

oa

(2
)

2

2
4-

3

4-
3

2
 

SW
A

PR
U

� �
PR

U

PR
U

PR
U

5.

1
2

5.
1

1

(1
)

1

1)

�
 

�
 

�
 

   6

2)
�

 
�

 
3)

E
PS �

EP
S

� �
EP

S

4)

�
A

la
oa

�

(2
)

1

� �
2

1
1

�
2.

12
1.

32

�
2

�

(3
)

SW
A

O
&

M

10

�
O

&
M

 
�

 
 5.

2
2

(1
)

2

� �

�
30

3
×1

0
10

1

�
1,

50
0

20
17

�

3
2

6
1

50

�
40

×2

資料5-4



   7

�
18

0
A

4
1

80
10

0

(2
)

2

� �
1

�
2.

0

�
6

2

�

� �
 

�
 

�
 

(3
)

�
SW

A
PR

U
4

6. (1
)

1

EP
S

EP
S

1
EP

S

1
7-

1

(2
)

2

1

1
7-

1

   8

7. 7.
1 

1

2

6

7-
1

7-
1

1
2

3
4

5
6

7
8

9
10

11
12

13
14

15
16

17
18

19
20

21
22

23
24

25
26

27
28

29
30

31
32

33
34

35
36

37
38

39
40

41
42

43
44

45
46

47
48

49
50

51
52

53
54

55
56

57
58

59
60

1

SW
A

SW
A

8

1

3

7

2. 

7

2

2

4

5

23

3. 1. 

5

17

11

4. 

2

5

2

7

8

2
2

15

60

7
29

60

5

2

6

7.
2

1
2

7-
2

7-
3

資料5-5



 

 

9
  

7-21

--77

--44

--SWASWA5

1

11SWA1

124

13SWA1

6

2

21SWA1

2221

23SWA1

23

3EPS

EPS

31SWA1

32SWA15

33SWA1

17

4

41SWA1

42SWA6

43SWA1

8

5SWA15

6036

No.

 

 

 

10
  

7-32

//

--4

--SWASWASWA5

--PRU7

--PRU8

1PRU1

PRU3

4

2

APRU5

B. PRU11

16

3

APRU4

B. 5
PRU

9

SWA7

60

No.

資料5-6



   
11

 

8.
8

1

8
1 � � � �

 
EP

S
A

la
oa

SW
A

1
JI

C
A

SW
A

JI
C

A
3

20
10

10
JI

C
A

 9.
9

1

1

9
1

 
3,

93
6,

00
0 

 
4,

93
2,

00
0 

 
5,

03
7,

00
0 

 
13

,9
05

,0
00

 

   
12

10
.

(1
)

SW
A SW

A

SW
A

11
5

1,
00

0

14
.5

5
1,

00
0

3
O

&
M

SW
A

SW
A

(2
)

SW
A

O
&

M

� �
M

S-
Ex

ce
l

M
S-

W
or

d

�
1

4

SW
A

�
1

10
2

4
1

1

�
SW

A
1

1
SW

A

SW
A

SW
A

(3
)

SW
A

O
&

M

SW
A

資料5-7



   
13

1

[
]

A
. 1.

2,
67

6
2,

67
6

2.
9,

34
6.

13
41

2
1,

63
4

2,
04

6

3.
3,

42
5

3,
42

5

9,
34

6.
13

41
2

7,
73

5
8,

14
7

B
. 1.

1,
26

0
1,

26
0

2.
40

,8
74

.0
0

1,
80

4
1,

08
2

2,
88

6

3.
1,

61
2

1,
61

2

3,
95

4
5,

75
8

A
+B 1.

3,
93

6
3,

93
6

2.
50

,2
20

.1
3

2,
21

6
2,

71
6

4,
93

2

3.
5,

03
7

5,
03

7

50
,2

20
.1

3
2,

21
6

11
,6

89
13

,9
05

 
 [

1
]

1 1-
1

3
A

{
]

1.
77

77
8,

00
0

1,
37

7,
06

0
53

,H
25

JI
CA

3
B[

]
0.

97
77

8,
00

0
75

4,
66

0
29

,H
25

JI
CA

1-
2

3
A

{
]

0.
35

77
8,

00
0

27
2,

30
0

7
,H

25
JI

CA

3
B[

]
0.

35
77

8,
00

0
27

2,
30

0
7

,H
25

JI
CA

2,
67

6,
32

0

2 2-

(1
)

2
22

0,
65

0
44

1,
30

0
-

 , 
K

-5

(2
)

2
5,

10
0

10
,2

00
(

)P
.8

0

(3
)

3
A

53
50

.7
3,

80
0

19
2,

66
0

30
+0

.9
x2

3=
50

.7
(

)P
.8

1

3
B

29
29

3,
80

0
11

0,
20

0
(

)P
.8

1

(4
)

3
A

60
48

.9
11

,6
00

56
7,

24
0

30
+0

.9
x(

23
-2

)=
48

.9
(

)P
.8

1

3
B

36
27

11
,6

00
31

3,
20

0
29

-2
=2

7 (
)P

.8
1

1,
63

4,
80

0

2-
2

38
13

8.
99

5,
28

1.
43

P-
2

38
65

.2
1

2,
47

7.
98

A
-8

42
2

L
3.

76
1,

58
6.

72
11

.1
L/

x3
8

F-
1

9,
34

6.
13

1,
63

4,
80

0

3 3-
1

90
%

90
%

2,
67

6,
32

0
2,

40
8,

68
8

3-
2

20
%

20
%

5,
08

5,
00

8
1,

01
7,

00
2

3,
42

5,
69

0
 

 

   
14

[
2

]

1 1-
1

4
[

]
2.

00
63

0,
00

0
1,

26
0,

00
0

60
,H

25
JI

C
A

1-
2

63
0,

00
0

H
25

JI
CA

1,
26

0,
00

0

2 2-

(1
)

1
22

0,
65

0
22

0,
65

0
-

,K
-5

(2
)

1
5,

10
0

5,
10

0
(

)P
.8

0

(3
)

4
60

57
.0

3,
80

0
21

6,
60

0
30

+0
.9

x3
0=

57
(

)P
.8

1

(4
)

4
60

55
.2

11
,6

00
64

0,
32

0
30

+0
.9

x(
30

-2
)=

55
.2

(
)P

.8
1

1,
08

2,
67

0

2-
2

43
13

8.
99

5,
97

6.
00

P-
2

43
65

.2
1

2,
80

4.
00

A
-8

47
7

L
3.

76
1,

79
4.

00
11

.1
L/

x4
3

F-
1

2-
3

1
30

,3
00

.0
0

30
,3

00
.0

0

40
,8

74
.0

0
1,

08
2,

67
0

3 3-
1

90
%

90
%

1,
26

0,
00

0
1,

13
4,

00
0

3-
2

20
%

20
%

2,
39

4,
00

0
47

8,
80

0

1,
61

2,
80

0
 

 
 

S$
S$

30
50

1,
50

0
A1

3
 x

 1
0

1,
50

0
10

15
,0

00
A4

1
 x

 1
,5

00
18

0
10

1,
80

0
A4

1
 x

 1
80

30
0

10
3,

00
0

6
60

0
3,

60
0

30
0

10
3,

00
0

2
1,

20
0

2,
40

0
 4

0
30

,3
00

資料5-8



 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料６ 降水量データのまとめ及び 

Vailima 水源の最少流量の予測 



 



資料 6-1 

資料 6 
 

降水量データのまとめ及び Vailima 水源の最少流量の予測 

 

1. 過去 10 年間の降水量のまとめ 

過去 10 年間（2002 年 1 月～2013 年 6 月、観測点 Afiamalu）の月別降水量を、表 1 及び図

1 に示す。 

 

表 1 過去 10 年間の月別降水量のまとめ（2002 年 1 月～2013 年 6 月） 

 

注：※黄色は、一年間の内で最低降水量が発生した月 

 

 

図 1 過去 10 年間の月別降水量のまとめ（2002 年 1 月～2013 年 6 月） 
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2. Vailima 水源の最少流量の予測 

Vailima 水源の水量が、本プロジェクトで計画する Vailima 浄水場の計画取水量である約

1,600m3/日を満たすかどうか検討するために、Vailima 水源の過去 10 年間の最少流量を予測

する。 

流域内の降雨は、蒸発散として大気に放出、表面流出や中間流出といった直接流出または地

下水流出として河川に流出する。 

地下水流出を源とする湧水の基底水量は流域内の貯留水量に依存し、月降水量や年降水量と

いった長期の降雨量に対して、直線もしくは指数的に近似できる※1、※2。 

直線関係： 湧水量=a×降雨量+b 

指数関係： 湧水量=a×exp (b×降雨量)+C 

 

注：※1 第 4 版 土木工学ハンドブック 土木学会編 

※2 石灰岩地域の湧水量を規定している因子と湧水量予報に関する研究 

-宮古島白川田湧水を例にして-  渡久山 章（琉球大） 

 

ただし今回の調査では、特に長期的な水源流量のデータが不足しており、上記の近似式を算

定することは困難である。 

そこで、限られた流量データと過去 10 年間の月降水量、年降水量データから判断し、Vailima

水源が最低確保する水量を予測する。 

2013 年 6 月に行った現地調査より、Vailima 水源の最少流量（基底流量）は約 2,500m3/日

であることを確認した。 

また表 1 より、サモア国の対象地区では 8 月に最も少ない降水量となる年が多いことが分か

る。そこで Vailima 水源の基底流量は 8 月に最低になるとする。月別の最低基底流量が、安全

サイドに立って月降水量に対して正比例するものとして、以下のとおり算出した。 

 

2013 年の最少流量 

=  2013 年 8 月の最少流量 

=  調査期間中（2013 年 6 月）の最少水量（実測値） 

×過去 10 年間の 8 月の平均降水量 / 過去 10 年間の 6 月の平均降水量 

=    2,500m3/日 × 150mm/月 ÷ 205mm/月 

=    約 1,830 m3/日 

 

また、表 1 より過去 10 年間の内、2004 年に年降雨量が最少となっていることが分かる。年

別の最低基底流量についても、安全サイドに立って年降雨量に正比例するものとして、以下の

通り算出した。 

 

過去 10 年間の最少水量 

= 2013 年の最少流量 ×2004 年の年降水量（7-8 月）※1  

/ 2013 年の年降水量（7-8 月） 
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=   1,830m3/日 × 3,945mm/月 ÷ 5,432mm/月 

=   約 1,330 m3/日 

 

注：※1 過去 10 年間の最少年降水量 

 

以上より、Vailima 浄水場の計画取水量 1,600m3/日に対して、Vailima 水源水量は、渇水年

の乾季に日最大給水量を下回る可能性があるが、数日程度の短期間と推定される。 

一方、日平均給水量に見合った取水量 1,600m3/日÷1.4=1,140m3/日に対しては、過去 10 年

間の降雨データに基づく、安全側に立った予測においても下回ることはないと推定できる。 

緊急的なニーズに応える無償資金協力プロジェクトにおいて、このような頻度で起こる渇水

に対し予備水源施設を建設することは、過大な投資となり現実的でない。したがって、本プロ

ジェクトでは、日平均給水量が確保可能と推定されることから Vailima 水源のみで対応するこ

ととする。 

 

参考： 

降水量と流域面積から導き出される Tapatapao 水源及び Vailima 水源の水量の予測 

Tapatapao 水源及び Vailima 水源の各流域への降水から予測される湧水量を表 2 に示す。 

 

表 2 Tapatapao 水源及び Vailima 水源の水量の予測 

 
 

 

流域面積(km
2
) 降水量(m

3
/日)

※1
湧水量(m

3
/日)

※2

Tapatapao東 0.51 5,589 1,118
Tapatapao西 0.69 7,562 1,512
Vailima 1.27 13,918 2,784

※1　年間降水量が4,000mm/年のときの流域への降水量（m3/日）
※2　流域への降水量の内、20%が湧水として流出した場合
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資料 7 

1 本プロジェクトの EPS 浄水場におけるろ過速度の検討結果 

(1) 宮古島市による草の根技術協力等の経験及び知見 

宮古島市による草の根技術協力等における、ろ過速度に関する知見は以下のとおりである。 

 ろ過速度は早い方が良い 

 水深は浅い方が良い 

 ろ過砂は粗い方が良い 

1) ろ過速度は早い方が良い 

宮古島市は 2013 年 1 月 28 日～2 月 20 日に亘って、ろ過速度を 5m/日、10m/日、20m/日の

ケースで、バケツモデル実験を行った。この結果、ろ過速度 20m/日でも短期間（1.5 週間）

で生物群集が形成されることを確認した。このように、サモア国ではろ過速度が早くても EPS

が適用できる可能性があることが判明した。 

EPS では生物活性が高まると生物群集による酸素消費量が多くなる。昼間は藻の光合成に

より溶存酸素濃度（DO）は高まるが、夜間は生物群集の呼吸により DO 値は減少する。その

ため、生物群集が窒息してしまうことになる。ろ過速度を速めることで、フレッシュな水が

流入し、砂層への酸素供給量が高まり、生物群集が活躍するのに適した、安定した環境を整

えることができる。 

2) 水深は浅い方が良い 

水深を浅くして、日光を砂層表面まで十分届くようにする。水深は 1m 以下とする。 

宮古島研修を受けた SWA職員が、Malololelei浄水場において、ろ過池の水深を 70cmと 80cm

に分け、対照試験を行った。この結果、水深が浅いと生物活性が高く、光合成による酸素の

発生量も多くなることを確認した。 

3) ろ過砂は粗い方が良い 

ろ過砂が粗いと抵抗が少なくなり、ろ過速度を速めることが容易になる。 

(2) 本調査団による調査結果 

1) ろ過速度に関る日本の水道施設設計指針の規定 

水道施設設計指針（2012 年版）によれば、生物浄化法（緩速ろ過）浄水施設におけるろ過

速度についての規定は、表-1 のとおりである。 

表―1 ろ過速度に関する水道施設設計指針の規定 

ろ過速度は、4～5m/日を標準とする。 

ただし、原水水質が良好である場合は、緩速ろ過機能を維持する範囲でこれより速くでき

る。この場合でも 8m/日が限度である。 
出典：水道施設設計指針（日本水道協会） 

 

上記の指針における規定は、日本の緩速ろ過浄水施設に適用されるものである。日本とは

気候が大きく異なるサモア国は熱帯海洋性気候で、生物群集の活躍による浄化法では、その

まま適用できないと思われる。最終的には、前述の草の根技協等における経験・知見、アピ
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アの既設浄水場の運転状況、SWA 関係者の意見等を踏まえて判断することとする。 

2) アピアの既設生物浄化法（緩速ろ過）浄水場の運転状況調査 

アピアにある 3 か所（Alaoa、Fuluasou、Malololelei）の既設生物浄化法（緩速ろ過）浄水場

において、ろ過速度について調査を行った。表-2 に、2013 年 7 月 1 日の運転記録を示す。 

表―2 既存浄水場のろ過速度（2013 年 7 月 1 日） 

浄水場名 池周長（m） 池面積（m2） 池数 流量（m3/日） ろ過速度（m/日）

Malololelei 56 250 2 2,851.2 5.7 

Alaoa 88.2 619 5 15,638.4 5.1 

Fuluasou（JR） 71.2 403 4 16,848 10.4 

出典：Urban O&M Division, SWA 

 

上表によれば、Fuluasou（JR）浄水場では、ろ過速度 10.4m/日で運転されている。また、

Alaoa 浄水場と Fuluasou（JR）浄水場での超音波流量計による計測結果からも、6 月後半は、

ほぼ同じろ過速度で運転されたものと思われる。 

表―3 Alaoa 浄水場の運転記録（2013 年 6 月 22 日－23 日） 

日付 
超音波流量計 時間 体積 時間 流量 流量 ろ過速度 

（L） （S） （L） （S） （L/S） （m3/日） （m/日） 

2013/6/22 1,572,400 4.01pm  

 2,275,200 5.05pm 702,800 3,840 183.02 15,813 5.13

 2,882,100 6.01pm 606,900 3,360 180.63 15,606 5.07

 3,372,700 7.02pm 490,600 3,660 134.04 11,581 3.76

 4,297,300 8.10pm 924,600 4,080 226.62 19,580 6.36

 5,070,400 9.25pm 773,100 4,500 171.80 14,844 4.82

 5,475,800 10.01pm 405,000 2,160 187.50 16,200 5.26

 6,137,800 11.02pm 662,400 3,660 180.98 15,637 5.08

2013/6/23 6,801,200 12.03am 663,400 3,660 181.26 15,661 5.08

 10,114,400 5.02am 3,313,200 17,940 184.68 15,957 5.18

出典：Urban O&M Division, SWA 

 

表―4 Fuluasou（JR）浄水場の運転記録（2013 年 6 月 26 日－27 日） 

日付 
超音波流量計 時間 体積 時間 流量 流量 ろ過速度 

（L） （S） （L） （S） （L/S） （m3/日） （m/日） 

2013/6/26 24,522,107 5.00pm  

 25,254,567 6.00pm 732,460 3,600 203.46 17,579 11.04

 26,000,985 7.00pm 746,418 3,600 207.34 17,914 11.25

 26,730,864 8.00pm 729,879 3,600 202.74 17,517 11.00

 27,455,462 9.00pm 724,598 3,600 201.28 17,390 10.92

 28,155,447 10.00pm 699,985 3,600 194.44 16,800 10.55

 28,846,677 11.00pm 691,230 3,600 192.01 16,590 10.42

 29,447,630 12.00am 600,953 3,600 166.93 14,423 9.06

2013/6/27 33,302,972 6.00am 3,855,342 21,600 178.49 15,421 9.69

 34,005,286 7.00am 702,314 3,600 195.09 16,856 10.59

 34,790,597 8.00am 785,311 3,600 218.14 18,847 11.84

 35,476,603 9.00am 686,006 3,600 190.56 16,464 10.34

 36,158,978 9.55am 682,375 3,600 189.55 16,377 10.29

出典：Urban O&M Division, SWA 

 

ろ過速度を 10m/日で運用している Fuluasou（JR）浄水場での水質結果（濁度：単位 NTU）

を表-5 に示す。 
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表―5 Fuluasou（JR）浄水場の水質（濁度：NTU）結果 

日付 原水 
ろ過水 

1 2 3 4 5 
05/03/12 1.40 1.15 0.86 1.67 OFF 0.46 
06/13/12 2.03 0.90 0.37 0.45 0.26 0.30 
07/04/12 0.81 0.71 0.81 0.46 0.42 0.62 
08/08/12 1.89 0.74 0.26 0.76 0.36 0.45 
09/12/12 0.85 0.45 OFF 0.79 0.45 0.22 
10/04/12 1.60 0.69 0.35 0.73 0.38 OFF 
11/07/12 0.89 0.84 0.24 0.90 0.29 OFF 
12/06/12 0.86 1.18 0.25 0.44 EMPTY 0.24 
01/16/13 8.86 6.48 0.39 5.64 0.36 OFF 
02/06/13 6.43 2.75 0.59 OFF 0.77 2.42 
03/15/13 0.60 0.87 0.34 0.40 0.28 0.40 
04/04/13 1.73 2.48 0.73 1.01 0.61 1.08 
05/15/13 1.84 3.53 0.60 0.97 0.46 1.18 
出典：Urban O&M Division, SWA 

 

原水濁度が高くなった 2013 年 1 月以外は、砂ろ過池における濁度の値は SWA の水質基準

値である 5.0NTU を下回っている。2013 年 1 月はサイクロン Evan の襲来から約 1 ヶ月後であ

り、雨期の真只中であったため連日濁水が流入し、ろ過池に悪影響を及ぼしたと推測される。 

このように、短期間のデータではあるが、アピアの既設生物浄化法（緩速ろ過）浄水場に

おいて、比較的早いろ過速度で運転した場合でも、概ね水質基準を満足する結果が得られて

いる。 

3) 浄水場用地における制約 

タパタパオ及びヴァイリマ浄水場予定地は、予備調査の段階では、50m x 50m（2,500m2）

を想定していた。本調査の段階で、概略設計を行った上で、施設レイアウトを検討した。前

処理施設の有無やろ過速度によって必要面積は異なるが、前処理施設を含まない最低限の面

積でも、2,500m2 以上必要なことが判明した。 

一方、SWA 側からは、特にヴァイリマについては、予定地が鳥類保護区に指定されている

ことから、必要最小限度の面積にとどめるよう要望があった。 

(3) SWA 関係者からのヒアリング調査結果 

上記のような Fuluasou 浄水場の運転状況について、SWA の Urban O&M Division のエンジ

ニアの見解は、以下のとおりである。 

 Fuluasou 浄水場がここ数か月間、10m/日という比較的速いろ過速度で運転しているの

は、水需要が大きいためである。 

 このろ過速度は、草の根技協等でのアドバイスを受けてのことでもあるが、まだ、試

行の段階である。 

 本プロジェクトで適用するろ過速度については、8m 程度とし、施設に余裕をもたせ

た方がよいと考える 

(4) 国内外のろ過速度（5m/日以上）適用の事例 

日本及び諸外国での緩速ろ過浄水場のろ過速度（5m/日以上）の実績は、調査した範囲では、
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以下のとおりである。 

表―6 日本及び諸外国のろ過速度（5m/日以上）の実績 

No. 浄水場名 国名 水源 
浄水能力 
（m3/日） 

ろ過速度*1 
（m/日） 

1 東京都砧上 日本 河川敷伏流水 114,500 7.1 

2 東京都砧下 日本 同上 70,000 9.5 

3 上田市染屋 日本 河川水 56,000 5.5 

4 宮古島市袖山 日本 地下水 N/A 6.0 

5 英国テムズ水道 英国 河川水 N/A 9,6 

[参考データ：英国でのパイロットスタディの実績]*2 

No. （研究者の名前） 国名 研究年 
 ろ過速度 

（m/日） 

6 Poynter and Slade 英国 1977 年  9.6～12.0 

7 Bellany など 英国 1985 年  9.6 

8 Ghosh など 英国 1989 年  7.2～9.6 

9 EES and TWU 英国 1996 年  7.0 

[参考データ：オランダでの実施設を利用したバクテリア等除去の研究]*3 

No. 浄水場名 国名   
ろ過速度 
（m/日） 

10 Weesperkarspel (AWS) オランダ   9.6 

11 Leiduin (AWS) オランダ   6.0 

12 Scheveningen (DWS) オランダ   6.0 
注） EES = Economic and Engineering Services, Inc.      TWU = Themes Water Utilities 
 AWS = Amsterdam Water Supply            DWC = Dine Water Company South-Holland 
出典： 1 No.1-5：環境科学年報－信州大学－第 16 巻 1994「生物浄化法の緩速ろ過処理の見直し」中本信忠・

坂井正（信州大学繊維学部応用科学科） 
2.  No.6-9：Slow sand filtration for small water systems by Gary S. Logsdon, Roger Kohne, Solomon Abel and 

Shawn LaBonde 
3.  No.10-12：Elimination of viruses, bacteria and protozoan oocysts by slow sand filtration by W. A. M. 

Hijnen, J. F. Schijven, P. Bonne, A. Visser and G. J. Medema 

 

(5) 本調査団によるろ過速度についての見解 

宮古島市による草の根技協等の経験及び知見、コンサルタント調査団による調査結果、並

びに SWA 関係者の意見をまとめると以下のとおりである。 

表―7 ろ過速度に関する調査結果のまとめ 
項 目 内 容 

1) 宮古島市による草の根技協等の

経験・知見 
 バケツモデルではあるが、10～20m/日という速いろ過速度でも水

質基準を満足する浄水が得られる。 
 ろ過速度は、むしろ速い方がよい。 

1. 調査団による調査結果  

① 日本の基準  4～5m/日を標準とする。 
 原水水質が良好な場合は、ろ過速度を速くしてよい。その場合で

も、8m/日が限度。 

② アピアの既設生物浄化法浄水

場の運転状況 
 3 つの浄水場のうち、Fuluasou 浄水場で約 10m/日の運転実績あり

（2013 年 6 月～7 月のデータ）。 
 この場合でも、水質は基準を満足している。 

③ 土地の制約  ヴァイリマについては、鳥類保護区域であることから、必要最小

限にとどめる必要がある。 

2) SWA 関係者の意見  Fuluasou 浄水場のろ過速度は、まだ試行段階であり、本プロジェ

クトの浄水場については、8m 程度にして、余裕をもたせた設計が
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表―7 ろ過速度に関する調査結果のまとめ 
項 目 内 容 

望ましい。 

3) 国内外の実績  日本、英国、オランダの緩速ろ過浄水場のろ過速度（5m/日以上）

を調べた。その結果、10m/日を超えて運転した実績は、英国の研

究者 Poynter and Slade が行ったパイロット・プロジェクトでの

12m/日のみであった。 

出典：JICA 調査団 

 

上表のろ過速度に関る調査結果について、以下のように考察する。 

 草の根技協等の知見では、ろ過速度は 20m/日でも可能となっているが、長期間のデ

ータ及び実施設でのデータがないので、適用の可否についての判断が難しい。 

 ろ過速度に関して、唯一指針として規定しているのは「水道設計施設指針」（日本水

道協会）である。同指針では、最大で 8m/日を許容している。日本とサモア国では、

気候が全く異なるものの、一つの目安とはなりうる。 

 アピアの Fuluasou 浄水場で、ろ過速度 10m/日程度で運転したという実績がある。し

かし、まだ数か月間という運転実績であり、SWA も試行段階との認識しており、本

プロジェクトで適用するろ過速度としては、少し余裕をもたせた方がよいとの意見で

ある。 

 国内外の実績では、10m/日以上のろ過速度で運転している例は少ない。 

 英国、オランダなどは、冷涼な気候で、水温が熱帯と比べ低い。溶存酸素飽和度は、

水温と逆比例し、冷涼な気候では多く、水温が高いと少ない。生物活性が高い熱帯で

は、酸素不足になりやすい。そこで、水温が高い地域では、溶存酸素濃度が低くなる

危険性を避けるために、ろ過速度を速くすることが好ましいことが、これまでの知見

である。 

 ヴァイリマ浄水場予定地については、鳥類保護区域内にあるため必要最小限の面積に

するよう求められており、通常より速いろ過速度の適用を検討せざるを得ない。 

したがって、上記の考察結果より、本プロジェクトでは、ろ過速度について以下のように

設定することとしたい。 

 設計ろ過速度：8m/日 

（ただし、通常時あるいは非メンテナンス時は、5m/日程度で運転される） 

 運用面での提言：草の根技協等の知見では、ろ過速度は 10m/日、あるいはそれ以上

でも、水質基準を満足する浄水が得られるとのことである。この点については、必要

に応じて、本プロジェクトで建設される浄水場において、上記の設計ろ過速度以上の

速度で運転し、実証試験データを蓄積することで検証ができ、将来の施設設計に反映

させることが可能となる。 
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資料 8 

本プロジェクトの浄水施設の運転管理・維持管理方法 

1. 沈殿池 

通常時は 2 池で計画浄水量に合った運転を行う。凝集剤を用いない自然沈降で原水中の濁

度を分離する機構ため、濁度の除去に関する特別な日常の運転操作はない。また凝集剤を用

いる沈殿池では、原水濁度やアルカリ度の変化に応じて薬品注入量を可変する等の複雑な運

転操作が必要になるが、本プロジェクトで採用する自然沈降による沈殿池では、原水濁度に

依存せずに運転を行うことができる。通常時は、水槽の上に浮上した藻、スカムを数日に一

度除去する程度の管理を想定している。 

なお、宮古島市で実施した草の根技術協力で、Alaoa 浄水場の沈殿池の運転管理状況を調査

したところ、適切な頻度で排泥が行われないために、砂や泥が底部に固く堆積し排泥できな

い状況が確認されている。本プロジェクトではこれらの知見を活かし、月に最低 2 回は排泥

する運転を想定している。なお、雨季において濁質が増加した場合には、汚泥の堆積状況に

応じて、より頻度を上げて排泥することとする。 

また、年に 1 回程度、1 池ずつ完全に水を抜き、池の清掃を行う。 

2. 粗ろ過池 

通常時は 2 池で計画浄水量に合った運転を行う。 

粗ろ過池では、沈殿池で沈殿除去することができなかったコロイダル物質を、粒径4～10mm

程度の砂利表面で吸着除去、及び砂利表面で付着・繁殖した生物群集の働きにより捕捉除去

する。したがって、濁度の除去に関する特別な日常の運転操作は必要ない。通常時は、水槽

の上に浮上した藻、スカムを数日に一度除去する程度の管理を想定している。 

砂利表面に付着・繁殖した生物群集による捕捉したコロイダル物質は、糞塊の中に閉じ込

められる。これらの糞塊は、ある一定以上の厚みになると自然と砂利から剥がれ落ちて、ろ

過池の底部に活性汚泥状の汚泥として堆積する。なお、上向き粗ろ過の場合、流入水は下部

から入るので、底の汚泥は、常に動かされ、汚泥の固化、嫌気化は生じない。 

なお、底部に堆積する汚泥は、月 1 回を目安に、短時間の排泥を予定している。実際の排

泥間隔は、排出される汚泥の量が少ない場合は、間隔は長くできる。また年に 1 回程度、1

池ずつ完全に水を抜き、池の清掃を行う。この清掃も、定期的な排泥状況で判断するのが良

い。 

3. ろ過池 

(1) ろ過施設の運転方法 

通常時は 4 池で計画浄水量に合った運転を行う。原水中に濁質がある場合、ろ過を継続し

ていくと砂層が閉塞し徐々にろ過水量が低下する。本プロジェクトのろ過施設では、ろ過抵

抗が増え、ろ過できなくなる時点を推測し、その前に、砂層の削り取りをする。 

最低でも 3 池で計画浄水量の 75%以上を確保した運転が行えるよう、また、2 池以上のろ

過池が同時に閉塞しないよう、計画的に各池の砂の掻取りを実施する。 

日本の一般的な緩速ろ過池は、砂面上の水深は 90～120cm を保持しろ過を行うが、本プロ
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ジェクトで採用する EPS は、宮古島市による草の根技術協力等での知見を反映し、一般的な

緩速ろ過池よりも浅い、水深 50cm での運転を行う。また、ろ過池内部の越流管に伸縮管を

使用することで、水深を最大 100cm まで変化させることが可能な構造とした。 

本プロジェクトでは、ろ過流量の制御に、故障が少なくメンテナンスの容易な手動式のテ

レスコープを採用する。ろ過が進行するについて、砂のろ過抵抗が増大するとろ過流量が低

下するため、テレスコープに付属した堰式流量計を見ながら堰高を下げていき、所定のろ過

流量に合わせた運転を行う。堰が下がりきった状態で浄水量が確保できなくなった時点で砂

の掻き取りを行う。図-1 にろ過の流量調整のしくみを模式的に示す。 

 

 

出典：JICA 調査団 

図―1 ろ過池の流量制御 

 

(2) 砂の掻取り、補砂 

砂層が閉塞し所定の浄水量を確保できなくなったろ過池は、閉塞前の所定流量になるよう

閉塞した砂層上部の掻取りを行う。閉塞したろ過池は、池の水を砂面以下にまで下げ、砂層

表面 1～2cm 程度を掻取り作業を行う。掻取り後は、砂層を乱さないよう連通管から砂層表

面を満たすまで通水する。その後、原水を入れろ過を継続する。 

掻取った砂は場内の洗砂場に運び洗浄し貯蔵する。この掻取りを繰り返し、砂層が 90cm

程度に達したら、洗浄しておいた砂を再びろ過池に戻し、砂層の厚さを 100cm 程度に回復し

て再び使用する。 

生物浄化法（EPS）では、沈殿、粗ろ過によってろ過池への流入濁度を低く保つことがで

き、また生物活性も高いことから、日本の一般的な緩速ろ過池よりもろ過抵抗の上昇が遅く、

砂の掻き取り頻度が少なくできると考えられる。日本の緩速ろ過池では、一池あたり 30～60

日で砂の掻取りを行う場合が多い。本プロジェクトで採用する EPS では、サモア国では水温

が高いことと、水深を浅くすることにより、日本での通常の砂ろ過池よりも長い期間ろ過機

能を継続することが可能である。事実、SWA 職員が Malololelei 浄水場ろ過池水深を 80cm か

ら 70cm に変更することで、それまで 4 ヶ月に 1 度の頻度であった掻き取り作業が 7 ヶ月に 1

度と運転期間を延ばすことを実証している。 

宮古島草の根技術協力チームは、適正な運転（浅い水深、速いろ過速度）を行うことによ

り、ろ過抵抗は増加しないとの知見を得ている。本プロジェクトで建設する浄水場では、ろ

過池水深 50cm と Malololelei 浄水場よりも浅いことから、同程度の運転期間を継続すること

が可能と考え、一池あたり 210 日で砂の掻取りを行うことを想定している。 

なお、宮古島市の小規模の緩速ろ過池の砂の掻き取りは、経済性と省力化の点から、人力

粗ろ過池より 
ろ過原水 

塩素注入設備へ

ろ過水 

集水渠 

ろ過砂 

テレスコープ 
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で砂を掻き取り、掻き取った砂をベルトコンベアで用いて搬出している事例が多い（図-2）。

本プロジェクトにおいても、同様に人力による砂の掻き取りとベルトコンベアによる砂の搬

出を行うことにより対応する。 

砂の掻き取りに必要な人数は、宮古島市の同規模の既設緩速ろ過池の浄水場の運転実績に

基づき、10 人程度の作業員を想定している。また、ろ過池の停止（水抜き）から掻き取りま

で 1 池当り 1 日で行うことを想定している。 

砂ろ過池完成後、運転を立ち上げるまでの期間は、乾季で 4～5 日、雨期で 7～10 日と想定

している。以下に、具体的な立ち上げ方法を示す。 

 ろ過池完成後、初期通水を行う場合は、砂中の濁質分や細菌類が含まれていることが多

いため、砂層の内部へ侵入させないように最初は 1m/日程度でろ過を開始し、徐々に速

度を上げてゆく。 

 さらに、砂ろ過池に通水し生物群集を形成させる。熱帯性気候であるサモア国では、砂

ろ過池へ水を連続で通水しつづけることで、日照時間の長い乾期で 4～5 日、日照が少な

い雨期で 7～10 日で生物群集が形成される。 

 砂表面に藻が形成され、藻の中にユスリカなどの幼虫が確認された段階で生物群集が形

成されたと判断し、ろ過速度 5m/日の通常運転を開始する。 

 また濁度、色度測定、細菌試験等の水質試験を毎日続けて行い、濁度、色度測定、細菌

試験を実施し、生物浄化機能を確認する。 

 
図―2 砂掻き状況（宮古島） 

 

補砂についても、本プロジェクトでは宮古島市の浄水場での同規模の浄水場を参考に、ベ

ルトコンベア等を用いて砂を搬送し人力で砂の均し作業を行うことにより対応する。 

補砂作業は 10 人の作業員で 1 日の作業日数を想定している。 

  

砂洗浄状況             補砂状況 

図―3 洗砂及び補砂の状況（Alaoa 浄水場） 
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(3) 洗砂の方法、砂置場（Sand Stock Yard）の活用方法 

環境資源保護の点から、掻き取った砂を洗浄し再利用する。 

なお、本プロジェクトにおいては、洗砂の労力を軽減するため、宮古島市の草の根技術協

力で導入を検討していた同様の型式の洗砂機を導入する。洗砂機には固定式と可搬式がある

が、本プロジェクトでは、設備費の低減を図るために、他の浄水場と併用して使用できるよ

う、小型の可搬式洗砂機を採用する。 

掻き取った砂は、砂置場（洗砂場）で、原水または粗ろ過水の水を用いて洗砂機により洗

砂を行う。洗砂により排出される排水は洗砂場の枡に貯留後、近隣の沢に排水する。 

4. 排水処理方法 

本浄水施設から発生した、沈殿汚泥、ろ過池からの越流水、洗砂場から発生した汚水等は、

排水池に流れ簡易に固液分離処理を行い、近隣の側溝を介して沢に放流する。 
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